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中労委、平元不再55、平7.5.24 

 

命  令  書  
 

 再審査申立人  九州旅客鉄道株式会社 

 

 再審査被申立人 国鉄労働組合 

 再審査被申立人 国鉄労働組合大分地方本部 

 

主   文  
Ⅰ 本件初審命令主文を次のように改める。 

１ 再審査申立人九州旅客鉄道株式会社（以下「会社」という。）は、本件

初審命令別紙記載の組合員のうち、日本国有鉄道退職希望職員及び日本国

有鉄道清算事業団職員の再就職の促進に関する特別措置法（昭和61年法律

第91号）の失効に伴い平成２年４月２日に申立外日本国有鉄道清算事業団

からの離職を余儀なくされた者であって、本命令交付後会社にその職員と

して採用されることを申し出たものの中から、日本国有鉄道改革法（昭和

61年法律第87号）第23条第１項の規定により会社の設立委員の提示した職

員の採用の基準等を参考として会社が改めて公正に選考し、その結果採用

すべきものと判定した者を、昭和62年４月１日をもって会社の職員に採用

したものとして取り扱い、本命令交付日から３年以内に就労させなければ

ならない。 

２ 会社は、上記第１項による選考の経過、判定の結果及び選考が公正に行

われたことについて、それらに用いた資料を添えて、当委員会に報告しな

ければならない。 

３ 会社は、上記第１項を履行するに当たり、昭和62年４月１日をもって会

社の職員に採用したものとして取り扱われる者（以下「採用対象者」とい

う。）の就労すべき職場・職種について、再審査被申立人らと協議しなけ

ればならない。 

４ 会社は、採用対象者に対して、平成２年４月２日からこれらの者が就労

するまでの間、これらの者がその期間についてそれぞれ昭和62年４月１日

に会社に職員として採用されていたならば得られたであろう賃金相当額の

60％に相当する額を支払わなければならない。 

５ 会社は、本命令交付後、速やかに再審査被申立人らに対して、次の文書

を交付しなければならない。 

記  
  昭和62年４月１日の採用においては、当社の職員として不採用とされた

貴組合の組合員の一部については、不当労働行為に当たる行為があったと

中央労働委員会により認定されました。 

  今後は、法令を遵守し、正常な労使関係の形成に努めます。 
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平成 年 月 日 

国鉄労働組合 

 中央執行委員長 Ｘ１ 殿 

国鉄労働組合大分地方本部 

 執行委員長 Ｘ２ 殿 

九州旅客鉄道株式会社 

代表取締役 Ｙ１ ㊞ 

６ 再審査被申立人らのその余の本件救済申立てを棄却する。 

Ⅱ 会社のその余の本件再審査申立てを棄却する。 

 

理   由  
第１ 当委員会の認定した事実 

１ 当事者等 

(1) 再審査申立人九州旅客鉄道株式会社（以下「会社」という。）は、後記

２の経緯で、昭和62年４月１日、日本国有鉄道改革法（以下「改革法」

という。）及び旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律

（以下「鉄道会社法」という。）に基づき、日本国有鉄道（以下「国鉄」

という。）が経営していた旅客鉄道事業のうち、主として九州地域におけ

る事業を承継し設立された株式会社であり、肩書地に本社を置き、その

従業員は本件初審審問終結時約15,000名である。 

(2) 申立外日本国有鉄道清算事業団（以下「清算事業団」という。）は、国

鉄から承継法人（改革法第11条第２項に規定する旅客鉄道会社等11の法

人をいう。以下同じ。）に承継されない資産、債務等の処理業務等及び承

継法人に採用されなかった国鉄の職員の再就職の促進を図るための業務

を行うことを目的として、改革法及び日本国有鉄道清算事業団法（以下

「清算事業団法」という。）に基づき、昭和62年４月１日に設立された法

人である。 

(3) 再審査被申立人国鉄労働組合（以下「国労」という。）は、昭和22年、

国鉄の職員（以下「国鉄職員」という。）により組織された労働組合であ

るが、本件再審査審問終結時においては、承継法人及び清算事業団に勤

務する職員等によって組織され、その組合員は約38,000名である。 

(4) 再審査被申立人国鉄労働組合大分地方本部（以下「大分地本」という。）

は、国労の下部組織で、本件再審査審問終結時においては、主として大

分県内の会社の職場及び清算事業団大分雇用対策支部に勤務する者等に

よって組織される労働組合であり、その下部組織として１支部４分会を

置き、その組合員は28名である。 

(5) 国鉄時代には、国鉄職員等で組織する労働組合としては、国労のほか、

昭和26年５月に結成された国鉄動力車労働組合（以下「動労］という。）、

同43年10月に結成された鉄道労働組合（以下「鉄労」という。）、同46年

４月に結成された全国鉄施設労働組合（以下「全施労」という。）、同49
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年３月に結成された全国鉄動力車労働組合（同62年３月当時、組合員約

2,200名。以下「全動労」という。）、同61年４月に結成された真国鉄労働

組合（以下「真国労」という。）、同年12月に結成された日本鉄道労働組

合（全施労、真国労等が統合。以下「日鉄労」という。）等があったが、

このうち、動労、鉄労、日鉄労等は、同62年２月に全日本鉄道労働組合

総連合会（同年３月当時、組合員約90,000名。以下「鉄道労連」という。）

を結成した。また、同年２月、後記３の(13)及び(15)のイのとおり、国

労を脱退した旧執行部派は日本鉄道産業労働組合総連合（同年３月当時、

組合員約28,000名。以下「鉄産総連」という。）を結成したが、会社の職

員等で組織する九州鉄道産業労働組合（以下「九産労」という。）は同組

合の下部組織である。 

２ 国鉄改革の経緯 

(1) 臨時行政調査会の答申 

イ 国鉄は、昭和39年度に欠損を生じて以来、経営悪化の一途をたどり、

同55年度までの間に数次にわたって経営再建計画を実施したが、事態

は好転せず、同57年度末には約18兆円という巨額の累積債務を抱える

に至った。また、国鉄のいわゆる年金財政も年々逼迫度を加えていっ

た。 

 このような状況の中で、同56年３月発足した第２次臨時行政調査会

（以下「臨調」という。）は、翌57年７月30日、「行政改革に関する第

３次答申－基本答申－」（以下「臨調答申」という。）を政府に提出し

た。この答申には、①５年以内の国鉄の分割・民営化、②再建に取り

組むための推進機関（国鉄再建監理委員会）の設置、③新経営形態移

行までの間緊急に講ずべき措置（職場規律の確立、新規採用の停止な

ど11項目の実施等）が提言されていた。 

 同８月10日、政府は、この答申を最大限尊重すること、所要の施策

を実施に移すこと等を閣議決定した。 

ロ 同年９月24日、政府は、閣議において、上記臨調答申に沿って５年

以内での国鉄事業の再建、職場規律の確立等の緊急対策を含む「今後

における行政改革の具体化方策について」を決定し、同日、「国鉄の

経営は、未曾有の危機的状況にあり、一刻の猶予も許されない非常事

態に立ち至っている。その再建は国家的課題であり、政府は総力を結

集してこれに取り組む。」旨の声明を発表した。これに伴って、運輸

省に国鉄再建緊急対策本部が設置された。 

(2) 国鉄再建監理委員会の答申 

イ 昭和58年５月13日、日本国有鉄道の経営する事業の再建の推進に関

する臨時措置法が成立した。これに基づき、同年６月10日、日本国有

鉄道再建監理委員会（以下「監理委員会」という。）が設置された。 

ロ 同年８月２日、監理委員会は、国鉄における職場規律の確立、私鉄

並みの経営効率化、赤字ローカル線の廃止等を内容とする「日本国有
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鉄道の経営する事業の運営の改善のために緊急に講ずべき措置の基本

的実施方針について」と題する「第１次緊急提言」を政府に提出した。

このうち、職場規律については、職場規律に「乱れがあるという状態

では、国鉄事業の再建は到底おぼつかない。よって、職場規律の確立

については、現在行われている措置を着実に推進するとともに、…定

期的な総点検を行うこと等により早急に組織全体への浸透を図るべき

である。」としていた。 

ハ 同59年８月10日、監理委員会は、国鉄について分割・民営化の方向

で再建の具体策を検討する必要があるとし、生産性及び要員配置を私

鉄並みとすること、地方交通線廃止等を内容とする「第２次緊急提言」

を政府に提出した。この提言でも、監理委員会は、職場規律について

改善が遅れている問題職場を重点的に指導すべきであるとしていた。 

ニ 同60年７月26日、監理委員会は、「国鉄経営が破綻した原因は、公

社という制度の下で巨大組織による全国一元的な運営を行ってきたこ

とにあり、現行制度における再建はもはや不可能であるから、国鉄事

業を再生させるには同62年４月１日を期して分割・民営化を断行する

しか道はない。」との趣旨を含む「国鉄改革に関する意見－鉄道の未

来を拓くために－」と題する最終答申（以下「監理委員会答申」とい

う。）を政府に提出した。 

 この答申によると、国鉄改革の具体的方法は、①国鉄の旅客鉄道部

門を北海道、東日本、東海、西日本、四国、九州の６旅客鉄道会社に

分割し、新幹線は別主体が一括保有してこれを旅客鉄道会社に貸し付

け、研究所等を独立させる、②同62年度における旅客鉄道事業を遂行

するための適正要員規模を158,000名とみて、これにバス事業、貨物

部門、研究所等で必要な25,000名（うち貨物部門15,000名弱）を加え

て、全体の適正要員規模を183,000名と推計し、さらに６旅客鉄道会

社の適正要員の２割程度約32,000名を上乗せして、新事業体発足時の

要員規模を215,000名とする、③同年４月時点の約93,000名の余剰人

員のうち、上記②の適正要員に上乗せした約32,000名を除く約61,000

名については、新事業体移行前に約20,000名の希望退職を募集し、残

りの約41,000名を再就職のための対策を必要とする職員として国鉄の

清算法人的組織の「旧国鉄」に所属させ、３年間で転職させる、④貨

物部門については、全国一元的な経営体制が適切と考えられるが、同

60年11月までに実行可能な具体策を作成する等の内容であった。 

ホ 国鉄は、同年10月９日、「今後の要員体制についての考え方」と題

する書面により、監理委員会答申に沿う分割・民営化を前提とした職

員の削減方針を発表し、各組合に提案した。 

 また、政府は、同月11日、同答申に沿った「国鉄改革のための基本

的方針」を閣議決定し、同年12月13日、各省庁が同61年度には職員採

用数の10％以上を、同62年度から同65年度当初までは職員採用数の一
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定割合を下回らない数以上を国鉄職員から採用すること、さらに特殊

法人、地方公共団体、一般産業界に国鉄職員の採用を要請すること等

を内容とする「国鉄余剰人員雇用対策の基本方針」を閣議決定した。

そして、官房長官が、政府として公的部門に30,000名の雇用の場を確

保すると発表した。 

(3) 国鉄改革関連法の成立 

イ 政府は、昭和61年２月12日、①日本国有鉄道の経営する事業の運営

の改善のために昭和61年度において緊急に講ずべき特別措置に関する

法律（以下「61年度緊急措置法」という。）の法案を、同年３月３日、

②改革法、③鉄道会社法、④新幹線鉄道保有機構法、⑤清算事業団法、

⑥日本国有鉄道退職希望職員及び日本国有鉄道清算事業団職員の再就

職の促進に関する特別措置法（以下「再就職促進法」という。）の各

法案を、同月18日、⑦鉄道事業法、⑧日本国有鉄道改革法等施行法（以

下「改革法等施行法」という。）、⑨地方税法及び国有資産等所在市町

村交付金及び納付金に関する法律の一部を改正する法律（上記②ない

し⑨の法律を併せて、以下「国鉄改革関連８法」という。）の各法案

を、それぞれ国会に提出した。 

 このうち、国鉄職員の希望退職制度を主な内容とする61年度緊急措

置法は、同年５月21日に成立し、同月30日に公布、施行された。残り

の国鉄改革関連８法の各法案は廃案となったが、同年９月11日、国会

に再提出され、同年11月28日に成立、同年12月４日に公布された。 

ロ 国鉄改革関連８法によれば、国鉄による鉄道事業等の経営が破綻し、

公共企業体による全国一元的経営体制の下においては事業の適切かつ

健全な運営を確保することが困難となっている事態に対処して、これ

らの事業に関し、輸送需要の動向に的確に対応し得る新たな経営体制

を実現するため、国鉄の経営形態の抜本的な改革を行うこととし（改

革法第１条）、このため、①国鉄の旅客鉄道事業を分割して会社ほか

５つの旅客鉄道株式会社（以下「旅客会社」という。）に引き継がせ、

国鉄の貨物鉄道事業を分離して日本貨物鉄道株式会社（以下「貨物会

社」という。）に引き継がせることとし（改革法第６条から第11条ま

で）、②承継法人に承継されない資産、債務等の処理業務を清算事業

団に行わせ（改革法第15条）、③清算事業団は、旅客会社及び貨物会

社の唯一の株主となり（鉄道会社法附則第５条及び清算事業団法附則

第２条）、④改革の時期は同62年４月１日とされている（改革法第５

条）。 

ハ 承継法人の職員の採用手続については、改革法第23条で、次のとお

り規定している。 

① 承継法人の設立委員等は、国鉄を通じ、その職員に対し、それぞ

れの承継法人の職員の労働条件及び職員の採用の基準（以下「採用

基準」という。）を提示して、職員の募集を行う（第１項）。 
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② 国鉄は、上記①によりその職員に対し労働条件及び採用基準が提

示されたときは、承継法人の職員となることに関する国鉄職員の意

思を確認し、承継法人別に、その職員となる意思を表示した者の中

から当該承継法人の採用基準に従い、その職員となるべき者（以下

「採用候補者」という。）を選定し、その名簿（以下「採用候補者

名簿」という。）を作成して設立委員等に提出する（第２項）。 

 （なお、改革法施行規則第12条第２項では、採用候補者名簿には、

「当該名簿に記載した職員の選定に際し判断の基礎とした資料を添

付するものとする。」と規定している。） 

③ 採用候補者名簿に記載された国鉄職員のうち、設立委員等から採

用する旨の通知を受けた者であって昭和62年３月31日現在国鉄職員

であるものは、承継法人の職員として採用される（第３項）。 

④ 承継法人の職員の採用について、当該承継法人の設立委員がした

行為及び当該承継法人の設立委員に対してなされた行為は、それぞ

れ、当該承継法人がした行為及び当該承継法人に対してなされた行

為とする。（第５項）。 

⑤ 上記③により国鉄の職員が承継法人の職員となる場合には、その

者に対しては、国家公務員等退職手当法に基づく退職手当は支給し

ない。この場合、承継法人は、その承継法人の職員の退職に際し、

退職手当を支給しようとするときは、その者の国鉄職員としての在

職期間を当該承継法人の職員としての在職期間とみなして取り扱う

べきものとする（第６項及び第７項）。 

 一方、承継法人に採用されない国鉄職員は、清算事業団の職員とな

り、同年４月１日から３年間清算事業団がその再就職の促進の業務を

行うこととされた（清算事業団法第１条、再就職促進法第１条、附則

第２条等）。そして、再就職促進法では、①国の任命権者は、清算事

業団の職員のうち再就職を必要とする職員（以下「清算事業団職員」

という。）を採用するよう努めること（第16条）、②国は、特殊法人、

地方公共団体、事業主団体に対し、同職員を採用するよう要請するこ

と（第17条から第19条まで）、③承継法人は、労働者を雇い入れる場

合には同職員を優先的に雇い入れるようしなければならないこと（第

20条）等を規定している。 

ニ 同61年11月25日、参議院の日本国有鉄道改革に関する特別委員会（以

下「参議院特別委員会］という。）において、運輸大臣は、改革法に

基づく承継法人の採用手続等に関する質問に対し、「…あくまでもこ

の基準というものは設立委員がお決めになるものでありますけど、私

はその内容について、所属する労働組合によって差別が行われるよう

なものであってはならないと思う。採用基準の中に勤務成績が取り上

げられ、その中で処分歴が判断要素とされる場合でも、いわゆる労働

処分というものを具体的に明示するような形で勤務成績を示すような



- 7 - 

ことはあり得ないと思うし、あってはならないと思う。」との趣旨を

答えた。また、改革法に基づく採用事務に関する設立委員（下記へ参

照）と国鉄との関係については、「国鉄は、設立委員の補助者の立場

で、設立委員の定める基準に従い選定する。」、「設立委員の示す採用

基準に従って承継法人の職員の具体的な選定作業を行う国鉄当局の立

場は、設立委員等の採用事務を補助するもので、法律上は準委任に近

いものであるから、どちらかといえば代行と考えるべきではないか。」

との趣旨を答え、同委員会において、この趣旨の答弁が政府委員から

も繰り返し行われた。 

 さらに、同月28日、参議院特別委員会は、国鉄改革関連８法の法案

採決に際し、政府に対し、「各旅客鉄道株式会社等における職員の採

用基準及び選定方法については、客観的かつ公正なものとするよう配

慮するとともに、本人の希望を尊重し、所属労働組合等による差別等

が行われることのないよう特段の留意をすること。」との項目を含む

附帯決議を行った。 

ホ 国鉄は、国鉄改革関連８法の成立を受けて、各承継法人への移行に

係わる業務を円滑かつ確実に推進するため、本社に副総裁を長とする

移行推進委員会を設け、また、承継法人ごとに設立準備室を設置した。 

 なお、採用候補者名簿の作成等承継法人の職員の採用関係業務は、

本社職員局をはじめとする人事担当部局が行った。 

へ 同61年12月４日、運輸大臣は、鉄道会社法附則第２条第１項に規定

する設立委員として、６つの旅客会社及び貨物会社（これら７法人を

併せて、以下「鉄道会社」という。）に共通するものとして16名（こ

の中にはＹ２国鉄総裁が含まれている。）を、各鉄道会社独自のもの

として２名ないし５名（会社にあっては２名）を、それぞれ任命した

が、会社の設立委員会委員長にはＹ３が就任した。 

 なお、鉄道会社法附則第２条第１項及び第２項は、設立委員は、鉄

道会社の設立に関する発起人の職務及び改革法第23条に定める職務を

行うほか、鉄道会社がその成立の時において事業を円滑に開始するた

めに必要な業務を行うことができると規定している。 

(4) 承継法人の職員の募集、採用等 

イ 承継法人の職員の採用手続については、上記(3)のハのとおり、改

革法第23条に規定されている。 

ロ 昭和61年12月11日、鉄道会社合同の第１回設立委員会が開催され、

「国鉄改革のスケジュール」が確認され、鉄道会社の職員の労働条件

についての基本的な考え方及び各鉄道会社の採用基準が決定された。 

 これらによれば、スケジュールとしては、①設立委員は、鉄道会社

の労働条件及び採用基準を決定し、国鉄に通知する（同61年12月）、

②これを受けて、国鉄は、職員の配置希望調査を行い（同月～同62年

１月）、これを集計、分析、調整した上、採用候補者名簿を作成して
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設立委員に提出する（同年２月）、③設立委員は、職員を選考して採

用者を決定する（同月）、④設立委員は、鉄道会社での配属を決定し

て国鉄に内示し、国鉄はこれによって配属計画を策定して、異動の発

令を行う（同年３月）こととし、労働条件については、基本的に国鉄

における労働条件を大幅に変更しないよう配慮するとされた。 

 また、採用基準については、 

「１ 昭和61年度末において年齢満55歳未満であること。（医師を除

く。） 

２ 職務遂行に支障のない健康状態であること。 

 なお、心身の故障により長期にわたって休養中の職員について

は、回復の見込みがあり、長期的にみて職務遂行に支障がないと

判断される健康状態であること。 

３ 日本国有鉄道在職中の勤務の状況からみて、当社の業務にふさ

わしい者であること。 

 なお、勤務の状況については、職務に対する知識技能及び適性、

日常の勤務に関する実績等を、日本国有鉄道における既存の資料

に基づき、総合的かつ公正に判断すること。 

４ 『退職前提の休戦』（日本国有鉄道就業規則（昭和60年６月総

裁達第12号）第62条(3)ア）を発令されていないこと。 

５ 『退職を希望する職員である旨の認定』（61年度緊急措置法第

４条第１項）を受けていないこと。 

６ 日本国有鉄道において再就職の斡旋を受け、再就職先から昭和

65年度当初までの間に採用を予定する旨の通知を受けていないこ

と。                       」 

が各鉄道会社の共通の基準とされた（ただし、貨物会社の採用基準に

は上記１の「（医師を除く。）」の記載はない。）。 

さらに、会社にあっては、「なお、日本国有鉄道本社及び本社附属

機関に所属する職員並びに全国的な運用を行っている職員からの採用

のほか、当社が事業を運営する地域内の業務を担当する地方機関に所

属する職員からの採用を優先的に考慮するものとする。」との文言が

付されていた。 

ハ 同61年12月16日、政府は、改革法第19条第１項に基づき、「日本国

有鉄道の事業等の引継ぎ並びに権利及び義務の承継等に関する基本計

画」（以下「基本計画」という。）を閣議決定し、この中で国鉄職員の

うち承継法人の職員となるものの総数及び承継法人ごとの数を定めた。

それによると、承継法人全体の職員数は215,000名、会社にあっては

15,000名とされた。 

ニ 同月19日、鉄道会社合同の第２回設立委員会が開催され、鉄道会社

における職員の就業の場所、従事すべき業務など「労働条件」の細部

が決定され、上記採用基準とともに国鉄に提示された。この「労働条
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件」のうち、有給休暇については、有給休暇の付与日数の算定基礎と

なる在職期間に国鉄での在職期間を含め、付与の条件を過去１年間の

出勤率８割以上とすること、退職手当については、改革法第23条第７

項に基づき、退職手当の算定基礎となる在職期間に国鉄での在職期間

を含めることとされた。 

 なお、改革法等施行法第29条第１項は、国鉄の職員であった者の懲

戒処分については、「旧国鉄法第31条の規定により受けた懲戒処分及

び改革法附則第２項の規定の施行前の事案に係る懲戒処分については、

なお従前の例による。この場合において、同項の規定の施行後に懲戒

処分を行うこととなるときは、清算事業団の代表者又はその委任を受

けた者が懲戒処分を行うものとする。」と定めている。 

ホ 同月24日、国鉄は、上記採用基準に該当しないことが明白な者を除

く職員約230,400名に対し、承継法人の労働条件と採用基準を記載し

た書面及び承継法人の職員となる意思を表明する国鉄総裁あての「意

思確認書」（以下単に「意思確認書」という。）の用紙を配布し、同62

年１月７日正午までに提出するよう示達した。 

 なお、意思確認書の用紙には採用を希望する承継法人名を複数記入

できる欄が設けられ、同確認書は就職申込書を兼ねることとされてい

た。 

 同日までに意思確認書を提出した国鉄職員は227,600名、そのうち

承継法人希望者数は219,340名であり、延就職申込数（第２希望以下

の複数の承継法人名を記載しているものを含めた総数）525,720名で、

このうち、会社への就職申込数は29,270名であった。 

ヘ 国労は、改革法成立後、承継法人の労働条件、採用基準等について、

国鉄に対して団体交渉を申し入れたが、交渉は実現しなかった。また、

大分地本は、国鉄の大分鉄道監理局に、承継法人への振分け、清算事

業団の配置と施策等について団体交渉の申し入れを行ったが、これも

実現しなかった。なお、九州地域においては、国労門司地方本部が同

61年12月11日付けの、国労西部ブロック本部が同月13日付けの書面を

もって、国鉄九州総局長に対し、九州における国鉄改革の内容、「組

合間差別は行わない」という国鉄総裁の言明の、九州における具体的

保障等について、それぞれ説明を求めたが、同総局の回答は「新事業

体の設立に関する事項については設立委員が決定するので明らかにで

きない」ということであった。 

ト 国鉄は、主として後記４の(1)の職員管理調書により職員の勤務状

況を把握し、採用候補者の具体的な選定作業については、各鉄道管理

局の人事課長等が同調書を主たる資料として行った。特に、停職６か

月の処分又は２回以上の停職処分を受けた者は、明らかに承継法人の

業務にふさわしくない者として、採用候補者名簿の登載者数が基本計

画に示された人数を下回る場合においても、同名簿に登載しないとの
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方針の下に、承継法人別に採用候補者名簿を作成した。 

チ 昭和62年２月７日、国鉄は、鉄道会社の採用候補者名簿を各鉄道会

社の設立委員会あてに提出した。全承継法人の採用候補者名簿に登載

された職員数は205,586名であり、基本計画の職員数を9,414名下回っ

ていた。このうち、会社の採用候補者名簿登載者数は15,000名と基本

計画の職員数と同数であった。 

 国鉄は、同名簿の提出に際して、設立委員会に「新会社の職員とな

るべき者の選定結果について」と題する書面を添えたが、このうち、

「新会社の職員となるべき者の選定にあたっての考え方」の中では、

「在職中の勤務の状況からみて、明らかに新会社の業務にふさわしく

ないと判断される者については、（採用候補者）名簿記載数が基本計

画に示された数を下回る場合においても同名簿に記載しなかった。派

遣経験者、直営売店経験者、復職前提休職者など多方面の分野を経験

した者については、最大限同名簿に記載した。」とし、また、「選定作

業結果」の中では、「北海道、九州にあっては、希望者数が採用予定

数を大きく上回る状況の中での選定となったが、一方、東日本旅客鉄

道株式会社、東海旅客鉄道株式会社、西日本旅客鉄道株式会社、四国

旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社においては、希望退職及

び公的部門の一括選抜の進展もあり、名簿記載数が基本計画で示され

た数を下回る結果となった。なお、いずれの会社においても、会社の

業務の円滑な運営を行っていくために必要な要員は確保されている。」

とされていた。 

リ 同月12日、鉄道会社合同の第３回設立委員会が開催され、国鉄が提

出した各鉄道会社の採用候補者名簿に登載された者全員を当該鉄道会

社に採用することが決定された。 

ヌ 同月16日以降、各鉄道会社の設立委員会は、採用を決定した者（以

下「採用予定者」という。）に対し、国鉄を通じて、各設立委員会委

員長名で同月12日付けの「採用通知」を交付した。 

(5) 鉄道会社の役員の選任等 

 昭和62年３月17日、鉄道会社合同の第４回設立委員会が開催され、各

鉄道会社の定款の案、取締役及び監査役の候補者、創立総会の日程等が

決定された。 

 同月23日から25日にかけて、各鉄道会社の創立総会が開催され（会社

については、同月25日）、役員の選任等が行われた。各鉄道会社の代表

取締役及び非常勤役員には国鉄出身者以外の者が多く選任されたが、常

勤役員の大半は国鉄の役員又は管理職であった。そして、会社の常勤役

員11名のうち９名が、国鉄の役員又は管理職であった。 

(6) 承継法人等の発足 

 昭和62年４月１日、承継法人及び清算事業団が発足し、国鉄の行って

いた事業の大部分は６旅客会社等の承継法人に引き継がれ、残余の資産、
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債務の処理業務及び承継法人に採用されなかった職員の再就職の促進を

図るための業務が、清算事業団に移行した。なお、会社においては、「採

用通知」を交付された者のうち、411名の辞退者があり、基本計画で定

められた職員数を下回る14,589名で発足した。 

(7) 国営企業労働委員会の決定 

イ 昭和62年３月18日、国労及び大分地本らは、国鉄を被申立人として、

国鉄が、改革法第23条の規定に基づき、会社等４社の採用候補者名簿

を作成するに当たり、これら申立人組合の組合員がこれら４社の職員

となることを希望したにもかかわらず、採用候補者名簿に登載せず、

これら４社の設立委員が申立人組合の組合員に採用通知を発しないと

いう事態を生じさせたことは不当労働行為に当たるとして、公共企業

体等労働委員会（以下「公労委」という。）に救済を申し立てた。 

ロ 同63年９月20日、国営企業労働委員会（同62年４月から公労委が名

称変更）は、「各承継法人の職員となる者の決定及び採用通知は、そ

の設立委員が改革法所定の職務権限に基づき、基本計画や自らが示し

た採用基準に則ってその判断と責任によって行ったものである。…国

鉄はこの場合、設立委員のいわば補助機関として、それ自体としては

国鉄における労働関係に何らの変更を生じさせることのない（採用候

補者）名簿の作成及び提出を行った、ということができる。…そうす

ると、本件において労働組合の所属を理由とする差別扱いがあったか

どうか、それが『不利益取扱』（労働組合法第７条第１号）あるいは

『支配介入』（同条第３号）に当たるかどうかにつき、国鉄（昭和62

年４月１日以降は清算事業団）は、労働組合法上の責任の帰属主体と

なることはなく、ひいて本件につき被申立人適格を有しないと解され

る。」と判断して、上記申立てを却下する決定を行った。 

(8) 清算事業団職員の再就職促進基本計画の決定等 

 昭和62年６月５日、政府は、再就職促進法第14条に基づき、「清算事

業団職員の再就職促進基本計画」を閣議決定した。この計画では、同法

に基づき再就職目標（３年以内に18,880名）を達成するため、承継法人、

清算事業団及び国等の講ずべき措置を定めている。 

(9) 会社における追加採用 

 昭和62年４月13日、政府等の要請を受け、会社は、九州地域に勤務す

る清算事業団職員を対象として、国鉄及び清算事業団「在職中の勤務状

況からみて、当社の業務に就くことがふさわしい者であること。」等を

条件に職員の追加募集（採用予定人員約400名）を行い、同年６月１日

付けで411名を採用した。 

３ 国鉄における労使事情 

(1) 国鉄改革についての国労の対応 

 前記２の(1)の昭和56年３月に発足した臨調の審議の過程で高まって

きた国鉄の分割・民営化の考え方に対し、国労は、「公共交通としての
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国鉄と国鉄労働者の雇用と職場を守る」という立場から、①運賃が利用

者の負担増になること、②運賃収入の配分が複雑になること、③全国ネ

ットのダイヤが崩壊すること、④事故対応が遅れること、⑤貨物の広域

輸送が困難になること、⑥非採算線区の廃止につながること、⑦労働条

件が低下すること、⑧92,000名が職場を失うこと等を理由に、以後一貫

して国鉄の分割・民営化に反対した。 

 また、動労、全施労及び全動労は、国労とともに、同57年３月９日、

国鉄再建問題４組合共闘会議を結成し、国鉄の分割・民営化に反対する

運動に取り組んだが、その後、この問題について各組合間で対応に差が

生じた。 

(2) 職場規律の総点検と規律の是正をめぐる対立 

イ 昭和57年初めころ、ブルートレインの検査係に対して実際に乗務し

ていないにもかかわらず、国鉄が乗務手当を支給していたいわゆる「ヤ

ミ手当］支給問題をはじめとして国鉄の職場に規律の乱れがあると新

聞等で度々とりあげられたことや前記２の(1)及び(2)のとおり臨調、

監理委員会等からの指摘もあって、職場規律の確立が問題とされるよ

うになった。 

 同年３月４日、運輸大臣は、国鉄に対し、「国鉄の再建のためには、

国鉄の労使関係を健全化し、職場規律の確立を図ることが必須の条件

である。」として、「ヤミ手当、悪慣行全般について実態調査を行う等

総点検を実施し、調査結果に基づき厳正な措置を講じる。」よう指示

した。これを受けて、国鉄は、同月５日、各機関の長に対して、いわ

ゆる「ヤミ協定」、勤務時間中の組合活動、リボン・ワッペンの着用、

呼名点呼、安全帽の着用、突発休等31項目、現場協議制度の運用実態

等14項目など約60項目にわたる職場規律の総点検（以下「総点検」と

いう。）を同月末日までに実施するよう指示した。 

ロ 国鉄と国労の間には、同43年に締結した「現場協議に関する協約」

（以下「現場協議協約」という。）があり、同協約に基づき、職場に

おける諸問題を、国労の分会と現場の責任者との間で協議していた。

しかし、同57年７月19日、国鉄は、上記総点検の結果、現場協議制に

は開催時間が長時間にわたる等多くの問題点があるとして、国労並び

に同様の協定を有する全動労、動労、鉄労及び全施労（動労、鉄労及

び全施労の３組合を以下「動労ら」という。）に対し、協議対象の明

確化や開催回数、時間等の制限を内容とする協約の改定案を提示し、

同年11月30日までに交渉がまとまらなければ現行の協約を破棄すると

通告した。動労らは、改定案を受け入れて、同日、協約を締結したが、

国労は、同改定案は現場協議を制限するものであるとして反対し、結

局、妥結に至らず、同年12月１日以降現場協議協約は失効した。また、

全動労も妥結に至らず、同組合と国鉄との間の現場協議に関する協約

は失効した。 
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ハ 国鉄は、同57年以降毎年２回、同60年９月まで８次にわたって総点

検を実施し、これによって「ヤミ手当」等の慣行は除々に解消したが、

是正されない項目もみられ、特にワッペン着用の禁止については、同

60年４月から８月まで及び同61年４月ころ、国労が分割・民営化に反

対する運動の中で着用闘争を行ったこともあって、所期の目的を達成

できなかった。 

 また、国鉄は、臨調答申等を受けて、議員兼職制度の廃止、無料乗

車証制度の変更等を各組合に提示して実施した。そして、これまでの

就業時間中の洗身入浴等労使間の慣行及び協定が大幅に変更された。

このため、このことに関して国労と対立が生じ、国鉄の方針に従わな

い場合は懲戒処分のほか賃金カット等の対象ともなった。 

ニ このうち、勤務時間中の洗身入浴については、現場協議により現場

の責任者から認められていたものであり、国労は、この取扱いの禁止

は国鉄の一方的な廃止通告により行われたものであるとして団体交渉

の開催を求めたが、国鉄は、これを拒否した。 

 そこで、国労門司地方本部ら関係地方本部は、公労委九州地方調停

委員会等に団体交渉あっせんの申請を行っていたが、結局、同58年４

月14日、国鉄と国労は、同問題の取扱いを団体交渉で解決するとし、

以後国労は勤務時間内の入浴を自粛した。 

 また、無料乗車証制度の変更について、国鉄は、同制度の改廃は団

体交渉の事項に当たらないとして、同57年８月以降国労が度々申し入

れた団体交渉を拒否した。そこで、国労は、東京地方裁判所に対し、

同事項に関する国鉄の団体交渉義務の確認請求を行ったが、同地方裁

判所は、同61年２月27日、同事項は労働条件に関する事項であるとし

て、国労が国鉄に対して、同事項について、団体交渉を求める地位に

あることを認める裁判を下し、東京高等裁判所及び最高裁判所もこれ

を支持した。 

 さらに、「ヤミ手当」とされた運転検査手当の取扱いについては、

同年７月、国労は、国鉄が同問題の団体交渉を拒否したことは不当労

勤行為に当たるとして、公労委に救済を申し立てたが、国鉄が分割・

民営化された後の同62年４月21日、申立てを取り下げた。 

(3) 職場規律の是正をめぐる紛争に関する訴訟 

 上記のとおり、国鉄による職場規律の是正が図られる中で、国鉄と国

労との間ではこれらをめぐっても紛争が生じたが、次のようなことが訴

訟で争われた。 

イ 昭和58年２、３月当時、勤務時間中の洗身入浴については国鉄から

禁止通告がなされていたが、勤務時間内の入浴を強行した国労組合員

らがいたため、国鉄は、これらの者の賃金をカットした。このうち東

京及び神奈川において、このカット分の支払いを求めて訴えが提起さ

れた事件で、東京地方裁判所は同63年２月24日、横浜地方裁判所小田
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原支部は同年６月７日、勤務時間中の洗身入浴が長年の慣行だったと

しても、就業規則の改変権限を有する者がこれを承認していなかった

以上法的効力をもった労使慣行とはいえない等として、いずれも国労

組合員らの請求を棄却した。 

ロ 同60年10月25日、点呼の際、国鉄九州総局武雄温泉電力区の国労組

合員が襟章の着用の指示に従おうとしなかったため、点呼に立ち会っ

ていた国鉄の管理者らが同人の制服に千枚通しを用いて襟章を付けた

ところ、これを不法行為に当たるとして慰謝料等の支払いを求めて訴

えが提起された事件で、佐賀地方裁判所は、同63年10月28日、このこ

とは指導の範囲を逸脱した違法なものであるとして、これら管理者ら

に慰謝料等の支払いを命じ、同管理者らの上訴を福岡高等裁判所は平

成元年10月16日、最高裁判所は同３年11月19日、それぞれ棄却した。 

ハ 長崎保線区長崎支区において、「余剰人員」とみなされていた「暫

定グループ」に所属していた国労組合員らが、昭和60年８月９日に催

される国労主催の国鉄原爆死没者慰霊式出席のために行った年次有給

休暇の請求に対し、国鉄の管理者が業務に支障が生ずるとして時季変

更権を行使し、これに従わず同慰霊式に出席した組合員らの当日の賃

金をカットしたことに対し、このカット分等の支払いを求めて訴えが

提起された事件で、長崎地方裁判所は、平成元年４月28日、本件時季

変更権の行使は違法・無効であるとして当該賃金カット分の支払いを

命じた。 

ニ 国労バッジの取外し命令に従わないとして、鹿児島自動車営業所の

管理者らが、国労組合員に対し、昭和60年７月及び８月の10日間、長

時間、管理者の監視のもとで、同組合員１人で約1,200m2を越える構内

の火山灰除去作業を行わせたところ、これを不法行為に当たるとして

慰謝料の支払いを求めて訴えが提起された事件で、鹿児島地方裁判所

は、本件業務命令は業務命令権行使の濫用であって違法であるとして、

これら管理者らに慰謝料の支払いを命じ、二審の福岡高等裁判所宮崎

支部もこれを支持したが、平成５年６月11日、最高裁判所は、本件業

務命令は不法行為にあたらないとして、これを破棄し、一審判決の国

労組合員の勝訴部分を取り消した。 

(4) 余剰人員調整策をめぐる対立及び雇用安定協約の破棄 

イ 国鉄においては、昭和59年２月のダイヤ改正等に伴う合理化により、

同年４月１日現在で約24,500名の余剰人員が生じた。そこで、国鉄は、

同年６月５日、①退職制度の見直し、②休職制度の改定・拡充、③派

遣制度の拡充の３項目を含む余剰人員の調整策（以下「余剰人員調整

策」という。）を発表し、同年10月10日から実施したいとして、同年

７月10日、その細目を各組合に提示した。 

 この提示に対し国労は、これは事実上の首切りにつながるものであ

る等として、同年８月10日、余剰人員調整策の撤回を求めて全国で２



- 15 - 

時間のストライキを行った。 

ロ これに対し国鉄は、同年10月９日までに余剰人員調整策について妥

結しないと国鉄と国労との間で締結していた「雇用の安定等に関する

協約」（以下「雇用安定協約」という。）を破棄すると主張し、同月11

日、国労に対し、同60年１月11日をもって破棄する旨通告した。雇用

安定協約とは、同46年３月２日に国鉄と国労との間で締結されたもの

で、「機械化、近代化及び合理化等の実施にあたっては、①雇用の安

定を確保するとともに、労働条件の維持改善を図る。②本人の意に反

する免職及び降職は行わない。③必要な転換教育等を行う。」旨を内

容とするものであった。 

 しかし、国鉄と国労は、公労委の仲裁裁定に基づき、同60年４月９

日、余剰人員調整策に関する３つの協定を締結し、雇用安定協約につ

いても同年11月30日まで存続することで合意し、余剰人員調整策をめ

ぐる問題は一応の決着をみた。 

 なお、動労らは、当初、国鉄の提案内容に批判的であったものの、

同59年10月９日に休職制度及び派遣制度に関する協定を、また、翌年

に退職制度に関する協定を、それぞれ締結した。 

ハ ところが、国労組合員は、国鉄が派遣、休職などを事実上強要して

いるとして、全国各地で「やめない、休まない、出向かない」と書い

た壁新聞を掲示する等の運動（余剰人員調整策に対する非協力運動を

以下「３ない運動」という。）を展開した。そこで、国鉄は、同年５

月25日、国労に対し、このような運動の指導を中止するよう申し入れ

た。しかし、その後も国労の地方本部大会などにおいて、「３ない運

動」を進める方針が採られているとして、同年10月24日付け文書で国

鉄は、国労に対し、「協定締結当事者として『３ない運動』の中止を

指導していない。余剰人員調整策に非協力な態度が続くなら雇用安定

協約を再締結するということにはならない。」旨を述べた。国労は、

同年11月19日からの拡大中央委員会において、上記ロの協定による派

遣等の募集行為を妨げないこと及び本人の自由な意思表示を妨げない

ことを決定した。 

ニ 同月30日、国鉄は、国労組合員が職場で同年４月９日に締結した上

記ロの協定どおりに対応していないとして、国労に「雇用安定協約の

継続締結はできない。」旨を通告し、これにより、同年12月１日以降

国労との間の同協約は失効した。 

 一方、国鉄は、動労らとは同日以降も雇用安定に関する協約を継続

して締結した。 

 なお、同61年４月18日の衆議院運輸委員会でＹ４国鉄常務理事は、

同61年度に２万人の希望退職者がそろわなかった場合に職員の身分保

障の除外項目である日本国有鉄道法第29条第４号の発動があるか否か

等の質問に対し、「法律的には発動は可能である。」、「雇用安定協約を
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締結している組合に所属している組合員にはそういったことは生じな

い。」旨答えた。 

(5) 進路希望アンケート調査の実施 

 昭和60年12月11日、国鉄は、同61年度の転職希望者を把握するため、

全職員を対象に国の機関及び地方自治体等への転職希望に関する進路希

望アンケート調査を実施すると発表した。国労は、同月13日、「調査に

は組織的に対処し、12月17日までアンケートの提出はしない。」旨の、

また、同月25日、組合員が調査のアンケート用紙に「私は分割・民営化

に反対です。引き続き国鉄で働くことを希望します。」と記載する旨の

闘争指令を行った。このため、国労組合員の中には希望順位欄を空白に

したまま、上記のような文言を記載してこれを提出した者がいた。 

 国鉄は、同61年１月６日にアンケート調査を締め切り、集計した結果、

第１志望で公的部門への転職希望者が約43,000名に上った。 

(6) 労使共同宣言の調印の拒否 

イ 昭和61年１月13日、国鉄は、各組合に対し、「労使共同宣言」の案

を示して、同意するよう要請した。その内容は、「国鉄改革が成し遂

げられるまで、労使は、信頼関係を基礎として、以下の項目について

一致協力して取り組むことを宣言する。」として、①労使は安全輸送

のため諸法規を遵守する、②リボン・ワッペンの不着用、氏名札の着

用等定められた服装を整える、③必要な合理化は労使が一致協力して

積極的に推進し、新しい事業運営の体制を確立する、④余剰人員対策

について、派遣制度、退職勧奨等を積極的に推進する等の項目を挙げ

ていた。同日、動労らは、同宣言に調印した。 

 これに対し国労は、提案の仕方が唐突である等としてこれを受け取

らず同月16日、「労使共同誓言（案）に対する態度」を発表し、同提

案が、労働運動・ストライキ権を否認し、労働組合に事実上分割・民

営化の容認を求めるもので拒否するほかないとの見解を発表して調印

を拒否するとともに、「動労、鉄労、全施労が同宣言を受諾すること

は背信行為であり、動労はつい先日まで共に5,000万署名運動を行っ

てきたのにこれを裏切った。」と動労らを非難した。 

ロ 同61年７月18日、動労ら及び真国労の４組合は、「国鉄改革労働組

合協議会」（以下「改革労協」という。）を結成した。さらに、同月30

日、国鉄と改革労協は、国鉄改革に協力して取り組むため、労使が率

直に意見の交換を行うことを目的として「国鉄改革労使協議会」を設

置した。 

 同年８月27日、国鉄と改革労協は、「今後の鉄道事業のあり方につ

いての合意事項（第二次労使共同宣言）」に調印した。その内容は、

①鉄道事業のあるべき方向として、民営・分割による国鉄改革を基本

とするほかはない、②改革労協は鉄道事業の健全な経営が定着するま

では争議権の行使を自粛する、③企業人としての自覚を有し、向上心



- 17 - 

と意欲にあふれる望ましい職員像へ向けて労使が指導を徹底する等で

あった。 

 一方、国労は、第二次労使共同宣言の調印に応じなかった。 

(7) 広域異動の実施 

イ 昭和61年３月４日、国鉄は、各組合に対し、今後国鉄改革により生

じる余剰人員の雇用の場が地域的に偏在するため、雇用の場に見合っ

た職員配置を行う必要があるとして、第１陣として、北海道から約2,500

名の職員を東京、名古屋地域に、九州から約900名の職員を大阪地域

に広域異動させたいと提案した。これに対し、動労らは、同月14日、

第１陣の広域異動について了解し、国鉄は、同月20日から広域異動の

募集を開始した。さらに、国鉄は、同年８月11日に第２陣の広域異動

（目標3,400名）を各組合に提案し、動労らとの了解の下に同月25日

から募集を開始した。 

 一方、国労は、広域異動に関して団体交渉を開催するよう求め、広

域異動の一方的実施に抗議してワッペン着用闘争を実施した。 

ロ 同年５月１日、国鉄は、東京、大阪地域へ北海道及び九州の職員346

名の広域異動を行った。 

(8) 企業人教育の実施等 

イ 昭和61年４月３日、国鉄は、職員の企業意識の高揚を図るため、職

員７万名を対象に、向こう５か月間、１回につき３～４日間の日程で

「企業人教育」を行うことを各組合に説明した。これに対し動労は、

同日、国鉄の提案を了承し、積極的に対応する方針をとったが、国労

は、同月９日、このことは団体交渉事項であるとして、教育内容を明

確化するとともに、不当労働行為、人権侵害、特定思想の押しつけな

どは絶対に行わないことを国鉄に申し入れた。 

ロ 企業人教育において、国鉄は、受講者に対し、今後職場でリーダー

となって意識改革の先頭に立つよう繰り返し強調したが、同年６月こ

ろから企業人教育の受講者が中心となって、全国各地で多くの国鉄改

革の推進グループが結成されていった。 

(9) 希望退職の募集 

 国鉄は、61年度緊急措置法が成立したことから、各組合と希望退職に

係る協定を締結し、昭和61年６月30日から同法に基づき２万名を目標に

希望退職の募集を開始した。その後、国労の一部の分会において、「希

望退職阻止に総決起しよう」、「希望退職はキッパリことわろう」、「応じ

ないための意思統一、団結署名を全職場ではりだそう」と記載したビラ

を配付するなど希望退職阻止行為が組織的に行われているとして、国鉄

は、国労本部に対し当該行為を中止するよう申し入れた。 

 なお、希望退職に応募した職員は、最終的に予想を上回る39,092名に

上った。 

(10) 人材活用センターの設置 
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イ 昭和61年６月24日、国鉄は、「現在約38,000名が余剰人員で、その

うち約16,500名が派遣、休職の調整策に応じており、現存の余剰人員

は約21,500名であるが、余剰人員は今後さらに増加することが予想さ

れるので、余剰人員を集中的に配置して有効活用を図っていく。その

ため、本年７月から新たに全国統一的に人材活用センターを設置する。」

旨を発表し、同年７月１日、国鉄は、全国に人材活用センター（以下

「人活センター」という。）を設置した。 

 これに対し国労は、人活センターの設置については、公労委調停案

（同59年７月24日に公労委が提示し、国労及び国鉄が受諾した「いわ

ゆる過員にかかわる要員運用策に伴う労働条件の変更については、中

央および地方の対応機関で問題を提起し、団体交渉などにより、解決

に努めること。」とする旨の調停案）に基づき団体交渉として取り扱

うこと、交渉継続中は人材センターに係わる具体的作業は留保するこ

と等を要求したが、交渉が進展しなかったため、国労はこの問題につ

いての調停を公労委に申請した。同61年８月21日、公労委は、「人活

センターへの職員の配置は余剰人員の特定化を目的とするものではな

いことをふまえ、同59年７月24日調停案により対処すること。」とす

る旨の調停案を示し、国労及び国鉄はこれを受諾した。 

ロ 同61年11月１日当時の人活センターの設置箇所は、1,547か所、同

センターに担務指定されていた職員は、一般職員18,882名、管理職員

2,188名、計21,070名であり、その約80％が国労の組合員（当時の国

労の組織率は50％程度）であり、国労に留まった者のほとんどは、下

記リのとおり人活センターが廃止されるまで、同センターへの担務指

定が解かれることがなかった。 

 また、国鉄は、後記４の(1)の職員管理調書において総合評価の低

い職員を人活センターに担務指定した。 

 なお、国鉄は、同年10月16日頃開催された全国ブロック別総務部長

会議における本社指示事項の中で、人活センターへの今後の職員の配

置方として、「配置スペースに限界があるため、現行配置要員の中で

勤務成績等に優れ、本務要員として活用する必要がある者（更生者を

含む）については、人間の差し替えを積極的に行うものとする」旨の

指示を行っていた。 

ハ 大分鉄道管理局管内の職場においても、23か所の人活センターが設

置され、245名が担務指定された。 

 そのうち、非組合員18名を除いた227名の所属組合別の人数は、国

労組合員161名、鉄労組合員40名、動労組合員25名、全施労組合員１

名であり、70.9％が国労組合員であった。 

 上記の人活センターに担務指定された国労組合員のうち、67名

（41.6％）は組合役員であった。 

 また、国労組合員の場合は、本来業務からはずされて、人活センタ
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ーに担務指定されたが、他組合の組合員の場合は、退職を前提にして

いる者あるいは直営売店などに勤務し、人活センター発令前にすでに

本来業務からはずされている者のみであった。 

ニ 宇島駅、大分車掌区は、鉄労組合員の多い職場であるが、国労の組

合員のみが人活センターに担務指定された。 

 大分機械区は管理職を除き24名の職場で、全員国労組合員であった

が、そのうち13名が大分機械区人活センターに担務指定され、その代

わりとして上記同機械区の仕事を知らない鉄労や動労の組合員が配属

されたため、同人活センターに担務指定された者に仕事を教わりにく

るような事態が生じた。 

ホ 人活センターに担務指定された者の業務は、パソコン教育、無人駅

の特別改札、草取り、不用になった機械設備の解体作業や機械のペン

キ塗り、切符の外商等であり、時には一日中何も仕事がなく、待機状

態にあることもあった。 

ヘ 初審命令別紙の救済対象者名簿（以下「救済対象者名簿」という。）

記載の国労組合員（以下「本件国労組合員］という。）のＸ３は、豊

後竹田駅運輸係であったが、同60年３月に過員で担当業務をはずされ、

草取り、ペンキ塗りなど本来業務と関係ない業務に従事させられた。

特に、同61年５月頃、便所の汚物がにじみ出て、うじ虫がはい回るよ

うなところを、助役の監視のもとに素手で草むしりをさせられた。こ

のことについて質問すると、助役から、業務命令であり、従わなけれ

ば当局の考えがあると言われた。 

 さらに、同人は、同年７月に人活センターが設置されると同時に豊

後竹田駅人活センターに担務指定され、上記と全く同じ業務に従事さ

せられた。 

ト 本件国労組合員のＸ４は、大分運転所の運転士であったが、同年12

月に大分運転所人活センターに担務指定され、気動車の運転室の壁、

床、ガラスなどを洗浄液を使って磨き上げるという清掃業務、時には

１日おきに同じ車両の清掃をさせられた。 

チ 以上のような状況から、人活センターへ担務指定されると承継法人

には採用されないとの噂が広まった。 

リ 国鉄は、分割・民営化直前の同62年３月上旬に実施した人事異動に

おいて人活センターへの担務指定を解き、同時に同センターを廃止し

た。 

(11) 国労以外の各組合の国鉄改革に対する対応等 

イ 昭和61年８月27日、国鉄と改革労協は、上記(6)のロのとおり第二

次労使共同宣言に調印し、翌28日、国鉄は、同50年秋に、国労、動労

等が公共企業体等職員にストライキ権を付与することを求めて行った

ストライキ（以下「スト権スト」という。）に関し、国労及び動労を

被告として提訴していた総額約202億円の損害賠償請求訴訟のうち、
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動労に対する訴えを取り下げる方針を明らかにした。 

 その際、国鉄は、「動労は、再度の労使共同宣言でストライキ等違

法行為を行わないと宣言し、新会社移行後においてもスト権行使は自

粛することを名言した。また、動労は、国鉄の諸施策に積極的に協力

し、さらに『民営・分割』による国鉄改革に賛成し、これに一致協力

して尽力する旨約束した。よって、動労については、当訴訟を取り下

げ、動労の労使協調路線を将来にわたって定着させる礎にしたい。」

旨のＹ２国鉄総裁の談話を発表し、同年９月３日、動労に対する訴え

を取り下げた。 

ロ 改革労協のＸ５議長は、承継法人の希望者が219,340名に止まった

ことに関連して、「新事業体への雇用確定などをめぐる緊急申し入れ

について」という同61年１月23日付けの文書で、改革労協加盟の各組

合等に、中央、地方で国鉄当局に申し入れを行うよう連絡した。 

なお、同文書には 

「１ 現在、希望退職募集に応じた職員が３万人を越えるほど増大し

ており、21万5,000人の要員規模を確保するためには、一部では、

国鉄改革に敵対している者までも新事業対に移行させざるを得な

い状況が生みだされている。これは、第二次労使共同宣言にもと

ることであり、同時に新事業体の経営基盤を根本から揺り動かし

かねない事態でもある。 

２ このような事態に対して、改革協としては、21万5,000人の要

員枠そのものの是非を含めて、正直者が馬鹿を見ない対処方を要

求して、緊急に中央・地方で国鉄当局に申し入れることにする。 

 具体的には、各組合から地方組織に連絡されているので、それ

にもとづいて取り組むようにされたい。          」

と記載されていた。 

(12) 国労組合員の組合活動に関する懲戒処分 

イ 国労は、上記のとおり臨調答申において国鉄の分割・民営化の方針

が発表された昭和57年ころから一貫して国鉄の分割・民営化に反対し

たほか、余剰人員調整策、広域異動の提案等に反対して、断続的にス

トライキ、順法闘争及びワッペン着用闘争を行い、また、国労組合員

は、就業時間中も国労バッジの着用をすることがあった。 

 これに対し国鉄は、国労組合員について、①同59年８月４日に、同

58年５月13日に国鉄再建監理委員会設置法の法制化に反対して行った

ストライキ（29分間）に参加したこと及び余剰人員対策問題の解決を

めざして、同59年７月６日、７日に行われた順法闘争に参加したこと

を理由に停職３名を含む2,600名の処分を、②同年９月８日に、同じ

く同年７月６日、７日に行われた順法闘争に参加したことを理由に解

雇を含む1,680名の処分を、③同年11月24日に、余剰人員調整策に反

対して同年８月10日に行ったストライキ（２時間）に参加したことを
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理由に停戦16名を含む約23,300名の処分を、④同60年９月11日に、国

鉄分割・民営化反対のワッペン着用及び氏名札の未着用を理由に約

59,200名の処分を、⑤同年10月５日に、監理委員会答申に抗議し国鉄

分割・民営化阻止を掲げて同年８月５日に行ったストライキ（１時間）、

年金法改悪反対を掲げて同年３月19日に行ったストライキ（29分）に

参加したこと等を理由に停職14名を含む約64,130名の処分を、⑥同61

年５月30日に、国鉄分割・民営化反対のワッペンを着用したことを理

由に約29,000名の処分を、それぞれ行った。 

 同61年12月、国労及び国労の関係地方本部は、上記④の処分は、処

分の仕方において差別が存在するなど恣意的なものであること、ワッ

ペン着用は慣行化された正当な組合活動であり、職務の遂行に何ら支

障をもたらさないものであること等を理由に公労委に不当労働行為の

救済申立てを行ったが、国鉄の分割・民営化が決定された後の同62年

１月から４月にかけて申立てを取り下げた。 

ロ 国鉄の就業規則では、「職員は定めるところに従って、制服等を着

用し業務に従事しなければならない。」旨の規定が、「服制及び被服類

取扱基準規程」では、「被服類には、腕章、き章、服飾等であって、

この規程に定めるもの及び別に定めてあるもの以外のものを着用して

はならない。」との規定が、それぞれ定められていた。 

ハ なお、動労がストライキを行ったのは同57年12月までであり、以後

処分を受けるような闘争を行わなくなった。 

(13) 国鉄の分割・民営化前年の国労の動き 

 国労は、昭和61年７月22日から開催した定期大会（千葉大会）におい

て、「雇用確保と組織維持のため、現実的に大胆な対応を行う。」との執

行部提案に対して修正案が提出されるなど意見が対立し、同月30日に開

催された中央闘争委員会においては、労使共同宣言締結の意思を明らか

にした「当面する情勢に対する緊急方針」（以下「緊急方針」という。）

が決定された。 

 これを受けて同年10月９日から開催された臨時大会（修善寺大会）に

おいては、この緊急方針は否決され、「分割・民営化は90,000人の首切

りを意味し、労使共同宣言は、労組自身が当局とともに選別・差別合理

化を推進することだ。」として、国労は、従来どおり分割・民営化反対

の立場を維持することとした。この結果、Ｘ６中央執行委員長（以下「Ｘ６

委員長」という。）ら執行部は総退陣し、新執行部が選出された。 

 一方、路線転換の方針を否決された旧執行部派は、翌62年２月28日、

鉄産総連を結成した。 

 こうした中、大分地本は、同61年11月６日、第56回拡大地方委員会に

おいて、本部方針の下では雇用は守られないとして、労使正常化への方

針転換を決定した。この決定に従い、同月10日、同地本執行委員会は、

大分鉄道管理局に対し、雇用不安の除去、組合所属による差別の解消等
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について要請した。 

 これに対し同管理局は、同月17日「紛争状態、敵対行為を終結し、労

使正常化へ地方本部として一歩踏み出した。今後これを基盤に労使の信

頼関係を築くためには労使間で経営問題、雇用問題に関する話し合いを

必要に応じて行うこととしたい」と文書で回答した。 

 これを受け、同月21日、大分地本執行委員長は、傘下の支部執行委員

長、分会執行委員長に対し、職場段階でも労使の信頼関係を確立するた

め、労使正常化に向けて最大限の取組みを展開すること、職場段階での

紛争状態、敵対行為を厳に謹むことなどを指示した。 

 同年12月５日、熊本市において、国労の熊本、大分、鹿児島の各地本

の全役員、支部代表者が一堂に会し、新事業体における労働組合準備会

結成総会が開催され、企業別連合体をめざし、九州鉄道産業労働組合準

備会加入署名活動を実施することを決定した。大分地本では九州鉄道産

業労働組合準備会加入申し込み書を組合員に配布し、同月15日を目途に

集約した。 

 同月28日、国労を脱退した大分地本内の上記企業別連合体をめざすグ

ループは、九州鉄道産業大分労働組合を結成し、同労組は、翌29日大分

鉄道管理局と労使共同宣言及び雇用安定協約を締結した。なお、同労組

は他の九州地域の賛同者らとともに、翌年１月九産労を結成した。 

 一方、国労は、同62年２月12日付け国労中央執行委員長指令を発し、

大分地本に再建委員会を設置させ、同委員会に大分地本の執行権を委ね

た。 

(14) 国鉄の役員、管理職らの言動 

 国鉄改革の諸施策を推進する政府及び国鉄に対して協力的な姿勢をと

る動労などの各組合と国鉄改革に反対する行動を展開する国労らの組合

とが併存する労使関係の下において、国鉄の役員、管理職らは、次のよ

うな言動をした。 

イ Ｙ２国鉄総裁は、昭和60年８月の鉄労の定期大会の折りに、国鉄総

裁として初めて労働組合の大会に出席し、国鉄改革の諸施策への協力

に感謝する旨の挨拶を行い、さらに翌61年７月の鉄労及び動労の定期

大会にも出席し、同様の挨拶を行った。 

ロ 同61年５月21日、本社のＹ５職員局次長（以下「Ｙ５次長」という。）

は動労東京地方本部の会議において、国鉄改革問題に触れ、「…私は

これから、Ｘ６の腹をブンなぐってやろうと思っています。みんなを

不幸にし、道連れにされないようにやっていかなければならないと思

うんでありますが、不当労働行為をやれば法律で禁止されていますの

で、私は不当労働行為をやらないという時点で、つまり、やらないと

いうことは、うまくやるということでありまして…。」との趣旨を述

べた。 

ハ 本社のＹ６車両局機械課長（以下「Ｙ６課長」という。）は、「国鉄
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改革を完遂するには、職員の意識改革が大前提である。」、「職員の意

識改革とは、端的にいえば、当局側の考え方を理解でき、行動できる

職員であり、…真面目に働く意志のある職員を、日常の生産活動を通

じて作り込むことである。」、「（広域異動に関して）希望を出していな

がら４月10、11日のワッペン闘争に参加したり、60年度に処分歴があ

ったり、あるいは管理者であったりで、残念ながら今回の第１次発令

分からは、19名全員が除かれました。…いくら業研や、提案で実績を

あげても、ワッペン着用一回で消し飛んでしまうのです。…労使対決、

あるいは対決とまでゆかなくとも職員に対して言いにくいことを言う

などということを恐れていては、職員の意識改革は不可能である。」、

「イデオロギーの強い職員や話をしても最初から理解しようとしない

職員、意識転換に望みを託し得ない職員等は、もうあきらめて結構で

す。いま大切なことは、良い職員をますます良くすること、中間帯で

迷っている職員をこちら側にひきずり込むことなのです。そして、良

い子、悪い子に職場を二極分化させることなのです。」との趣旨の同

61年５月付け同人名の書簡を、管下の機械区所長あてに送付した。 

ニ 大分鉄道管理局管内の職場における管理者らは、次のような言動を

した。 

① 大分機械区の本件国労組合員のＸ７は、同機械区の助役から酒場

で「意識改革をすれば分割・民営化になってもＪＲに残れるが、ま

だ考え方は変わらんか」と勧誘されたが、Ｘ７はその勧誘を断り国

労を脱退しなかった。 

② 同機械区のＸ８は、大分鉄道管理局本局に勤務するいとこから再

三呼び出され、同管理局の工務部長に引き合わされた。その際、同

部長から「君へのプレゼントだ」ということで、国労の脱退用紙と

鉄労の加入用紙をもらい、国労を脱退して鉄労に加入した。同人は、

会社に採用された。 

③ 豊後竹田駅では、同61年８月から12月にかけてＹ７駅長ら管理者

が職員の家庭を訪問し、当時国労組合員であった者２名に対し、同

駅長は「業務も非常にまじめだし、言うことも聞いてくれるので、

私自身は意識改革をしたと認めるけれども、このことを局に提出し

た場合に、局はそのように見てくれない。私が苦労しないように家

族を含めてもっと話し合いをして欲しい」等と説得した。その結果、

その２人は国労を脱退し会社に採用された。 

④ 豊後竹田駅のＹ７駅長はＹ８助役とともに、同駅の人活センター

に担務指定されていた本件国労組合員のＸ３の父の職場を訪れ、「息

子さんは、私との人間関係は良いが、今のような状況だと新会社へ

の採用の時に、責任をもちかねる。不採用になっても私のせいでは

ない」と言った。 

⑤ 三重町駅では、Ｙ９首席助役が鉄労の分会長とともに当時の国労
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組合員の家庭を訪問し、「国労を脱退しなければ、新会社に採用さ

れない」旨を話し、国労を脱退して鉄労に加入するよう勧誘した。

その結果、その国労組合員は国労を脱退して鉄労に加入し、会社に

採用された。 

(15) 国労等の組合員数の推移 

イ 国労の組合員数は、昭和61年６月当時約161,000名（組織率67.9％）

であったが、前期２のとおり国鉄の分割・民営化の動きが本格化した

同年７月ころから、毎月１万人以上の組合員が脱退したため、同年11

月には、組合員約110,000名、組織率47.7％に低下した。また、上記

(13)のとおり、緊急方針の提案が否決されたため、執行部は総退陣し

たが、その後旧執行部派は、国労から大量に脱退し、同62年２月、鉄

産総連を結成した。このため、民営化直前の同年３月の組合員は約

61,000名、組織率27.9％となった。そして、同年４月の組合員は、国

労約44,000名、鉄道労連約90,000名、鉄産総連約28,000名であった。 

 同61年７月から同62年４月までの各組合別の組織状況は、次表のと

おりである。 

 

組合員資 

格有資格 

者（名） 

国 労 

 

（名） 

動 労 

 

（名） 

鉄 労 

 

（名） 

鉄 産

総 連

（名）

その他 

 

（名） 

未加入 

 

（名） 

61年 

７月 236,557 157,116 31,181 30,369 － 6,727 11,167

(100.0) (66.4) (13.2) (12.8) (2.8) (4.7)

８月 235,135 145,982 31,478 33.188 － 13,684 10,803

(100.0) (62.1) (13.4) (14.1) (5.8) (4.6)

９月 235,773 135,761 33,042 36,141 － 21,034 9,795

(100.0) (57.6) (14.0) (15.3) (8.9) (4.2)

10月 232,002 121,925 33,946 39,252 － 27,424 9,455

(100.0) (52.6) (14.6) (16.9) (11.8) (4.1)

11月 230,441 110,010 35,166 42,080 － 34,099 9,086

(100.0） (47.7) (15.3) (18.3) (14.8) (3.9)

12月 228,809 98,242 35,236 43,683 － 41,928 9,720

(100.0) (42.9) (15.4) (19.1) (18.3) (4.2)

62年 

１月 225,699 85,349 35,854 44,609 － 51,598 8,289

(100.0) (37.8) (15.9) (19.8) (22.9) (3.7)

２月 222,016 64,721 35,237 44,098 － 69,883 8,077

(100.0) (29.2) (15.9) (19.9) (31.5) (3.6)

３月 219,666 61,353 34,690 43,328 72,285 8,010

(100.0) (27.9) (15.8) (19.7) (32.9) (3.6)
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４月 180,467 44,012 89,876 27,654 10,709 8,216

(100.0) (24.4) (49.8) (15.3) (5.9) (4.6)

（注）１ 各月１日現在の組合員数である。 

２ 62年4月の「動労」及び「鉄労」の欄の組合員数は、鉄道労連の

組合員数ある。 

３ 「鉄産総連」は、62年２月に結成されているが、同年３月１日当

時の組合員数は不明のため，同年３月分については「その他」を含

めている。 

４ （ ）内は組合員数の比率（％）である。 

ロ 大分地本の組合員数は、同61年７月当時には、1,221名であったが、

同地本は、上記(13)の経緯から、同年12月に大量脱退があったため、

同62年１月には217名となった。 

 大分地本の組合員数の推移は、次表のとおりである。 

61年７月 

（名） 

61年12月 

（名） 

62年１月 

（名） 

62年２月 

（名） 

62年３月 

（名） 

1,221 895 217 181 170 

４ 会社の職員の採用の経緯及び本件国労組合員の不採用 

(1) 職員管理調書の作成の経緯と内容等 

前期２の(4)のトのとおり、採用候補者名簿の作成の際、職員の勤務状

況等の把握には主として職員管理調書が用いられたが、同調書の作成の

経緯、内容等は次のとおりである。 

イ 国鉄では従来から、鉄道管理局等地方機関独自に、所属職員の勤務

実態等を把握するための職員管理台帳を作成していたが、国鉄は、昭

和61年３月５日付け総裁通達により、各機関の長に指示し、同年４月

２日現在の管理職及び退職前提休職者を除く職員を対象として職員管

理調書を作成することとした。これは、前期３の(2)のイ及びハの総

点検の成果を取りまとめること及び人事管理の徹底並びに職場におけ

る管理体制を確立することを目的に、職員の勤務状況、意識・意欲に

焦点をあてて、全国的に様式を統一した人事管理の資料を作成するも

のであった。 

 同調書は、上記のとおり採用候補者名簿を作成する際の資料として

活用されたほか、職員の人活センターへの担務指定、広域異動等の際

にも活用された。 

ロ 同調書は、調査用紙と記入用紙とからなり、評定者である現場長は

調査用紙に記入した後、記入用紙にこれを転記し、調査用紙は評定者

が責任をもって保管し、記入用紙の原本を各総局、各鉄道管理局等の

人事課に同年４月７日までに提出することとされていた。 

 また、調査の対象となる期間は、同58年４月１日から同61年３月31

日までの３年間とされた。 
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ハ 同調書の調査項目は、「基本事項」、「特記事項」、「評定事項」の三

つに区分されている。後二者は別紙のとおりである。 

① 「基本事項］には、当該職員の勤務箇所名、氏名、職名、年齢、

部内資格等を記入することになっている。 

② 「特記事項」には、一般処分及び労働処分の種類ごとの回数及び

時期並びに昇給等に関する項目があり、処分については、「発令日

ベースではなく、通告日ベースで記入すること。」とされ、「労働処

分については、昭和58年７月２日処分通知を行った」「58・３闘争」

から記入すること。」とされている。 

③ 「評定事項」には、「１．業務知識」、「２．技能」、「４．業務処

理の速さ、手際良さ」のほか、「９．協調性」、「10．業務改善」等

20の項目が掲げられ、その有無等を評定することとされている。こ

のうち、例えば、「11．職場の秩序維持」の項目では、点呼妨害、

体操不参加、管理者への暴言等を含む職場の秩序を乱す行為の有無

等を、「12．服装の乱れ」の項目では、リボン・ワッペン、氏名札、

安全帽、あご紐、ネクタイ等について、指導された服装をしている

か否かを、「15．勤務時間中の組合活動」の項目では、職員の組合

活動に関する協約所定以外の勤務時間中の組合活動の有無等を、「19．

増収活動」の項目では、この活動に積極的か否かを、「20．現状認

識」の項目では、国鉄の厳しい現状を認識し、業務に取り組んでい

るか否かを評定するようになっている。 

 そして、これら評定事項をみると、職場における態度、管理者に

対する姿勢に関する事項とともに、職場の秩序等に関する事項が多

くを占めている。 

ニ 評定項目の評価は、①～③の３段階評価のものが６項目、①～④の

４段階評価のものが10項目、①～⑤の５段階評価のものが４項目であ

り、①が最も低い評価で、数字が高いほど良い評価となっており、こ

れを単純に合計すると、すべての項目で最も高い評価を受けた者の得

点は78点で、最も低い評価を受けた者の得点は20点となる。そして、

最後に「21．総合評定」の項目があり、①（きわめて良い。）から⑤

（きわめて悪い。）までの５段階により評定することとなっている。 

ホ 職員管理調書の第１次評定者は、その職員の所属する現場の管理者

である区長、駅長等であり、その評定結果に基づいて、国鉄の地方機

関等の人事課が最終決定したが、同調書の各項目の評定について、特

に判断の評定基準が示されるようなことはなかった。 

へ 同61年10月、国鉄は、職員管理調書の内容を充実させてデータを最

新のものとするよう指示した。 

 これによる見直し作業においては、同年４月以降に国労を脱退した

者について現状認識がよくなったなどとして評定が上げられることが

あった。また、この頃、駅長から地方機関の人事課長あてに鉄道会社
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職員として推薦する旨の文書が出されたことがあったが、国労を脱退

し別組合へ加入したことが推薦理由の一つとされた。 

(2) 本件国労組合員の不採用 

 昭和62年１月、本件国労組合員16名は、前期２の(4)のホの手続に従

い、意思確認書の「承継法人名」の欄に16名中15名は会社のみを、他の

１名は会社を第１希望とする旨の意思確認書を国鉄に提出した。 

 同年２月７日、前記２の(4)のチのとおり、国鉄は、会社の採用候補

者名簿をその設立委員会に提出したが、本件国労組合員は同名簿に登載

されておらず、会社の設立委員会委員長名の採用通知の交付を受けなか

った。 

(3) 所属組合別の採用状況等 

 九州地域における前記２の(4)のヌの採用通知の交付状況（以下この

項において「採用状況」という。）等は、次のとおりである。 

イ 九州地域における承継法人への採用希望者は、16,616名で、そのう

ちの86.5％に当たる14,373名が採用された。 

 これを所属組合別にみると、国労組合員は2,949名が採用を希望し

たのに対し、採用された者は1,270名（採用率43.1％）であったが、

九産労組合員は、採用を希望した3,156名のうち、2,663名が採用（採

用率84.4％）され、改革労協系の組合である動労、鉄労等の組合員は、

採用を希望した者のほぼ全員が採用された。 

ロ 大分鉄道管理局管内の職場における所属組合別の承継法人への採用

状況は、次表のとおりである。国労組合員は、大分鉄道管理局管内で

承継法人に採用を希望した者の53名のうち、15名が採用された。 

（大分鉄道管理局管内） 

組合名 
採用希望者数 

（名） 

採 用 者 数 

（名） 

採 用 率 

（％） 

国 労 53 15   （12） 28.3 

九産労 531 496  （447） 93.4 

動 労 405 404  （404） 99.8 

全動労 ２ ０ ０ 

日鉄労 96 96   （96） 100.0 

鉄 労 866 864  （863） 99.8 

その他 335 333  （327） 99.4 

合 計 2,288 2,208 （2,149） 96.5 

（注）１ 採用者の（  ）内は九州旅客会社採用者数である。 

２ 採用率は，採用者（外数）で除したものである。 

ハ 昭和61年12月１日当時の大分地本、各支部及び職能別協議会の役員

総数は64名であった。このうち、同62年２月現在、国労を脱退して九

産労に加入して承継法人を希望した者は48名中39名（81.3）が採用に
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なったが、国労に留まった者５名は、全員不採用となった。 

 なお、残りの11名は国鉄に籍のない組合役員、退職者及び公的部門

就職者である。 

ニ 大分機械区は、同61年６月当時、管理職を除く24名の全職員が国労

の組合員であったが、人活センター設置直後より、国労脱退者が出始

め、国労組合員のまま、会社に応募した本件国労組合員を含む10名は

全員不採用となった。 

 同機械区の本件国労組合員のＸ９は、同60年８月頃、国鉄九州総局

の業務研修会の発表会で、総局長表彰を受賞し、当時の同機械区区長

も、点呼の際に、そのことにふれるなどしていた業務熱心な職員であ

ったが会社に採用されなかった。同62年11月頃、Ｘ９は当時の同区長

に列車の中で会ったので、「なぜ採用しなかったのか」と尋ねると、「Ｘ10

（当時、同機械区分会書記長、本件国労組合員）の言うことを聞いと

ったからだ」と言われた。 

ホ 大分車掌区では同61年４月１日において、国労組合員が100名、鉄

労組合員が78名という組合別組織状況であった。 

 その後、国労を脱退して他組合に加入した者、あるいは退職した者

等があり、国労に留まった者（本件国労組合員を含む）は４名であっ

たが、４名全員会社に応募し、１名のみ会社に採用された。 

 これに対し鉄労、動労は応募者全員が採用され、その中には国労か

ら脱退して、それらの組合に加入した者も含まれていた。なお、九産

労も66名が応募して65名が採用され、１名だけが不採用となったが、

この者も追加採用され最終的には全員が採用となった。 

(4) 追加採用状況 

 会社の採用予定者は15,000名であったが、会社は、411名の辞退者が

生じたので補充のため昭和62年４月14日から20日までの間、清算事業団

職員の中から社員の募集を行い、同年６月１日、411名を追加採用した。 

 清算事業団大分雇用対策支部からは55名が追加採用に応募し、38名が

採用された。このうち、国労組合員は19名応募し、５名採用、九産労は

33名応募し、32名採用、全動労は２名応募し、２名とも不採用、鉄労は

１名が応募し採用された。 

 この追加採用にあたり、清算事業団の大分雇用対策支部から会社に対

し追加採用応募者選別資料として提供した採用候補者名簿においては、

各人について所属組合を九産労はＱ、国労はＫ、全動労は全Ｄという具

合に識別符号で明記されていた。 

(5) 会社の職員の採用に係わるその他の諸事情 

イ 本件国労組合員の中には、いわゆる労働処分をはじめ何ら処分を受

けていない者も含まれている。 

ロ 会社は、初審の大分県地方労働委員会（以下「大分地労委」という。）

では「本件は審問を行うまでもなく、法律判断によって処理されるべ
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き事案に属すると考える」と主張した。そして、初審及び再審査を通

じ、会社は、結局、国労組合員と他の組合所属の組合員との採用率の

格差の合理性や本件国労組合員の不採用になった理由について、何ら

具体的な疎明を行わなかった。また、同地労委が改革法施行規則第12

条第２項の「職員の選定に際し判断の基礎とした資料」とはどのよう

な内容のものであったのか、資料を示すなどして明らかにされたいと

の釈明を求めたのに対し、会社は、改革法施行規則第12条第２項にい

う資料の内容については知らない旨回答した。 

(6) 清算事業団における本件国労組合員の処遇等 

 昭和62年４月１日、本件国労組合員は、清算事業団大分雇用対策支部

の各雇用対策支所に清算事業団職員として配属されたが、その処遇等は

次のとおりである。 

イ 再就職促進法は、平成２年４月１日限りで失効することとされてお

り、本件国労組合員については、同月２日以降の身分の保障はなかっ

た。 

ロ 清算事業団職員には、定期昇給及び昇格はなされ、夏季及び年末の

一時金は会社の職員より低額であった。 

ハ 清算事業団職員には、月１回位、清算事業団から新聞の募集広告や

公共職業安定所から提供される求人情報を掲載した一覧表が示され、

同職員はその中から再就職先を探すこととなるが、その内容は現在の

労働条件を大幅に下回るものが多く、また、国語の読み方や書取り、

社会一般常識とかワープロ、パソコン修得などの自学自習をすること

が多かった。 

５ 会社の経営状況 

(1) 改革法第12条及び鉄道会社法第７条に基づき、国鉄は、営業損益で赤

字が見込まれる会社ほか２社に対し、運輸大臣が定める金額に相当する

額の債務を負担するものとし、会社ほか２社はこの債権を「経営安定基

金」として管理し、その運用収益を事業の運営に必要な費用に充てるこ

ととした。 

(2) 会社の昭和62年度の経営状況は、営業損益は約288億円の損失であった

が、上記(1)の「経営安定基金」の利子収入約283億円を含む営業外収益

等を加えると、税引前当期利益は約36億円であった。また、同社の同63

年度経営状況は、営業損益は約285億円の損失で、「経営安定基金」の利

子収入約283億円を含む営業外収益等を加えると、税引前当期利益は約45

億円であった。 

第２ 当委員会の判断 

１ 承継法人の職員採用手続における国鉄と設立委員及び承継法人の関係に

ついて 

(1) 会社は、次のとおり主張する。 

イ 改革法第23条では、鉄道会社の職員採用手続における設立委員と国
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鉄との法的関係について、国鉄は、設立委員から提示された採用基準

に従い、同法により付与された独自の権限に基づきその裁量により、

当該会社の職員となる意思表示をした者の中から採用候補者を選定し、

採用候補者名簿を作成の上設立委員に提出し（同条第２項）、設立委

員は同名簿の中からのみ職員を採用する（同条第３項）とされており、

設立委員は国鉄を指揮監督し、国鉄の行う採用候補者の選定及び採用

候補者名簿の作成につき、その是非を論ずる地位にはない。そうする

と、会社の職員として採用されるためにはこの名簿に登載されること

が必須の要件であり、設立委員の権限ではこの名簿に登載されていな

い本件国労組合員を採用することは法律上不可能であり、国鉄の行っ

た採用候補者の選定行為に関し、仮に不当労働行為の責任を問う場合

においては、その責任を国鉄（その承継後においては清算事業団）に

帰する余地はあるとしても、設立委員及び会社には何らの責任もない。

そして、国会における法案審議の際に運輸大臣らが国鉄と設立委員と

の関係について「履行補助」、「準委任」、「代行」と表現したが、それ

らは説明上の便宜として用いたものであって、これらの用語の法的な

意味はそれぞれ異なっており、両者の関係を法律的に解明したもので

はないのであるから、これを根拠として設立委員の責任を認めること

はできない。 

ロ 国鉄が高度の公共的性格を持つ公法人として存在していたのに対し、

会社は鉄道運送事業等において幅広く営利を追求する株式会社として

の活動が予定されているものであって、両者の性格には根本的な断絶

がある。そして、国鉄職員は、法令により公務員的性格を保有し、そ

の労働関係についても公共企業体等労働関係法の適用を受け、争議行

為を禁止される等の公務員的取扱いを受けていたが、会社の職員は、

一般の民間会社の従業員と同様に労働関係については労働組合法等の

適用を受けており、国鉄時代の公務員的取扱いは払拭されているので

ある。 

 また、会社は「基本計画」等により、国鉄から一定の内容の事業や

権利義務を引き継いだが、国鉄が九州地方で営んでいたすべての事業

ないし物的施設を包括的に承継したものではなく、承継されない資産

等も多数あった。このように、改革法等により国鉄から会社に承継さ

れる事業、資産、債務の範囲は限定されているのである。 

 そして、改革法では、国鉄と職員との雇用関係がそのまま会社に承

継されるものとはせず、国鉄改革等の趣旨に沿い別途新規採用の手続

により新たに雇用関係を設定すべきものとされたのであるから、これ

までの雇用関係が当然、会社に承継されるなどということはない。 

 さらに、改革法第23条第７項に定める退職金の計算に関する通算の

取扱いについては同種の例が外にも多く認められており、これを根拠

に労働関係の実質的連続性や両者間の実質的同一性があるとすること
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には論理の飛躍がある。 

 よって、いかなる意味においても国鉄と会社の間には実質的同一性

が存在しないことは明らかである。 

ハ 以上のとおり、改革法及び国鉄改革の趣旨を正しく解釈すれば、国

鉄のなした採用候補者の選定及び採用候補者名簿の作成に関して不当

労働行為に該当する行為があったとしても、設立委員がその責任を負

うという解釈をとることはできない。したがって、会社は、承継法人

に採用されなかった国鉄職員との間において、労働組合法第７条の「使

用者」の地位に立つことはないといわなければならず、会社を被申立

人とする本件救済申立ては却下されてしかるべきである。 

(2) よって、以下判断する。 

イ 前記第１の２の(3)から(6)まで認定のとおり、国鉄改革関連８法の

施行により、従来国鉄の行ってきた旅客鉄道事業、貨物鉄道事業その

他主要な事業・業務は、公共企業体たる全国１社の国鉄から６社の旅

客会社、全国１社の貨物会社等の承継法人に承継されたが、承継法人

の職員は国鉄職員の中から採用することとし、その採用に関する手続

は改革法第23条に定められている。これによると、承継法人の設立委

員等は、国鉄を通じ、その職員に対し、承継法人の職員の労働条件及

び採用基準を提示して、募集を行い（第１項）、国鉄は、その職員の

意思を確認し、承継法人の職員となる意思を表示した者の中から、採

用基準に従って当該承継法人の採用候補者を選定し、採用候補者名簿

を作成して、設立委員等に提出し（第２項）、採用候補者名簿に記載

された国鉄職員のうち、設立委員等から採用する旨の通知を受けた者

は、昭和62年３月31日に現に国鉄職員である限り、承継法人が成立し

た時に当該承継法人に採用される（第３項）こととされ、これら一連

の規定を受けて、承継法人の職員の採用について設立委員がした行為

及び設立委員に対してなされた行為は、それぞれ当該承継法人がした

行為及び当該承継法人に対してなされた行為とする（第５項）とされ

ている。これらの法条からすると、①承継法人は国鉄から当然にはそ

の職員の雇用関係を承継せずに、承継法人の職員を新規に採用する方

式をとっていること、②その採用手続上、国鉄、設立委員及び承継法

人は、それぞれ別個の法主体として構成されていること、③設立委員

及び国鉄の採用手続上の権限をみると、下記ロに述べるように設立委

員に当該承継法人の職員の募集から採用の決定に至るまでの行為につ

いて最終的な権限と責任が与えられていることが認められる。 

 この点につき会社は、国鉄による採用候補者の選定並びに採用候補

者名簿の作成及び提出は、設立委員との間の契約関係に基づいて行わ

れるものではなく、国鉄が改革法第23条第２項により付与された権限

により独自に行うものであり、このような国鉄の権限行使に関して設

立委員は国鉄を指揮監督するような地位、立場になく、承継法人の職
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員の採用に関する設立委員の権限は、国鉄が設立委員から提示された

採用基準に従い独自の裁量により選定する権限を行使して作成した採

用候補者名簿に基づき採用予定者の決定及びその通知を行うこととさ

れているのであって、仮に国鉄の行った採用候補者の選定に関し法的

に問責されるべき行為があったとしても、設立委員には何ら責任が帰

属することはないと主張する。 

 そして、承継法人の職員の募集から採用に至るまでの実際をみると、

同２の(4)認定のとおり、承継法人の職員の募集は国鉄を通じて行わ

れ、その採用手続も、国鉄により、国鉄職員の中から設立委員の提示

した採用基準に基づいて採用候補者の選定及び採用候補者名簿の作成

が行われ、これを受けて設立委員が採用候補者名簿登載者全員をその

まま採用することを決定し、その旨を国鉄を通じて各人に通知するこ

とにより行われている。 

ロ しかしながら、改革法が承継法人の職員の採用手続に国鉄を関与さ

せたのは、国鉄改革に当たり承継法人には、その設立と同時に鉄道輸

送業務などの国鉄の主要な業務を引き継がせ、その事業を中断するこ

となく継続させることが要請されるという業務上の特殊性が存し、ま

た、経営の破綻状態から脱却させるための国鉄改革を緊急に行うべく、

昭和62年４月１日に新事業体による業務の開始が法定されているとい

う事情があり、かつ、承継法人の職員の募集の対象者は国鉄職員に限

定され、採用者を選定する資料は国鉄のみが有しており、設立委員自

らが採用者の選定を行うことができない事情にあったことから、本来

設立委員がなすべき手続の一部を国鉄に委ねたものと解するのが相当

である。このことは、①承継法人の職員の募集に当たり、改革法第23

条第１項が設立委員等は承継法人の職員の労働条件及び採用基準を国

鉄に提示すると規定し、また、同項が承継法人の職員の募集は設立委

員等が「国鉄を通じ」て行うと規定していること、②実際にも、同61

年12月11日及び同月19日に開催された鉄道会社合同の設立委員会にお

いて、承継法人の職員の労働条件及び採用基準を決定し、国鉄に提示

していること、③承継法人の職員の採用に向けて短期間に大量の事務

を遂行しなければならなかった事情にあったこと、④国鉄の行う上記

採用候補者の選定等の事務は、国鉄自体の職員との労働関係に変動を

もたらすものではなく、使用者としての立場で行われたものとはいえ

ないことからも是認できる。 

 そして、前記第１の２の(3)のニ認定のとおり、改革法等の参議院

特別委員会での審議において、同法案を主管する運輸大臣及び政府委

員が「国鉄の立場は、設立委員を補助するもの」との趣旨を繰り返し

答弁していることなどを併せ考えると、改革法は事実行為に限って採

用候補者の選定事務を国鉄に行わせたとみられ、かつ、設立委員のな

すべき手続の一部を委ねられた国鉄の立場は、設立委員の補助機関の
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地位にあったものと解される。 

 また、国鉄、設立委員が承継法人とは別個の法主体として構成され

ているとはいえ、上記承継法人の職員の採用手続は、国鉄を通じての

職員の募集に始まり、最終的に承継法人の職員に採用されるという一

連の経過を経て完結するものであり、同２の(3)のニ認定のとおり、

参議院特別委員会において、運輸大臣及び政府委員が、設立委員に対

する国鉄の関係を、いわば「準委任」ないし「代行」と繰り返し答弁

しているのは、単に説明の便宜によるというよりは、国鉄が設立委員

の補助機関の地位にあることを平明に説明したもので、国鉄の行為の

責任は設立委員に帰属されるべきものと解することができる。 

 これらのことからすると、国鉄が行った採用候補者の選定及び採用

候補者名簿の作成の過程において、労働組合の所属等による差別的取

扱いと目される行為があり、設立委員がその採用候補者名簿に基づき

採用予定者を決定して採用を通知した結果、それが不当労働行為に該

当すると判断される場合、その責任は設立委員に帰属させることが法

の趣旨に沿うものと解さざるをえない。 

ハ 次に、前記第１の２の(3)のハ認定のとおり、設立委員と承継法人

の関係について、改革法第23条第５項は、承継法人の職員の採用に関

し、設立委員のした行為は当該承継法人のした行為とする旨規定して

いる。この規定は、承継法人の職員の採用に関する設立委員の行為に

つき、その効果とともに責任も承継法人に帰属させようとするものと

いえる。 

 もっとも、改革法が特にこのように規定したのは、商法上の発起人

に相当する設立委員が行ういわゆる開業準備行為としての従業員の雇

入契約の法的効果を承継法人に帰属させるためであると解することも

できる。 

 しかしながら、同２の(3)のへの認定のとおり、鉄道会社法附則第

２条は、設立委員が鉄道会社の設立に関しての発起人の職務とは別個

に広く鉄道会社が円滑に事業を開始するために必要な業務を行うこと

ができることを規定するとともに、改革法第23条の業務を行わせる旨

規定している。また、同条第５項が設立委員のした行為は承継法人の

した行為とする旨規定しているところ、同項には、その場合の設立委

員のした行為を雇用契約の成立に向けてなされた行為に限定する規定

がない。しかも、同項の規定がこうした行為のみに限定して適用され、

違法な行為の責任は承継法人に帰属しないとすると、設立委員の行為

に不当労働行為と目される行為があったとしても、承継法人にはその

責任が帰属しないこととなって、事実上不当労働行為制度の適用が排

除される結果となる。したがって、同項を限定的に解釈してかかる結

論を導き出すことは、同２の(3)のニ認定の参議院特別委員会の附帯

決議に表れた改革法の立法趣旨にも反することとなって、当委員会の
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採用できないところである。 

 さらに、①国鉄の鉄道事業者としての任務及び設立委員の任務は、

いずれも昭和62年３月31日をもって終了することが改革法等によって

定められており、不採用に関する不当労働行為の適切な救済を与えら

れるのは承継法人のみであること、②承継法人の常勤役員をはじめと

して管理職の多くは、仮に本件が不当労働行為に該当すると判断され

た場合の現実の行為者たる国鉄の役員及び管理職であった者によって

占められており、これらの者は、承継法人となってからも国鉄当時か

ら引き続いて現実の労使関係の当事者として国労らの各組合に対応し

ていること、③本件承継法人の職員の採用については、それぞれの法

主体は異なるとはいえ、一連の過程において国鉄及び設立委員の行為

がすべて承継法人の職員の採用に向けられていることなどの事情も認

められ、かかる観点からしても、改革法第23条第５項を上記のように

限定的に解釈することは妥当でない。 

 したがって、上記のように採用に関する最終的な権限を有する設立

委員が負うべき不当労働行為とされる行為の責任は、改革法第23条第

５項により、採用に関する設立委員の行為の効果とともに承継法人に

帰属すると解することが相当である。 

ニ 加えて、前記第１の２の(3)のロ、ハ、ホ及びへ、(4)のニ、(5)並

びに(6)の認定のとおり、①国鉄と承継法人は、改革法施行時を境と

してそれぞれ別個の法主体であるとはいえ、国鉄総裁が共通設立委員

に加わり、国鉄内に承継法人の設立準備室が設置されて設立事務が進

められ、承継法人が発足していること、②清算事業団を唯一の株主と

して鉄道会社が設立されていること、③承継法人の職員の募集対象者

は国鉄職員に限定され、その退職金や有給休暇の取扱いはすべて通算

され、国鉄当時の非違行為に対する懲戒処分も承継法人等に引き継ぐ

ことができる仕組みとなっていること、④鉄道会社等は、鉄道事業に

関し国鉄から人的のみならず物的なもの一切を承継して瞬時たりとも

休むことなくその事業を遂行し、その受益は今日に及んでいること、

⑤国鉄による採用候補者の選定及び設立委員による採用決定によって、

承継法人は現に利益を受けていること等に鑑みると、本件の場合、通

常の株式会社の解散や新会社の設立とは性格を異にするものであり、

会社に被申立人適格がないとすることは妥当ではない。 

ホ 以上により、この点に関する本件初審命令の判断は結論において相

当であり、会社の主張は採用できない。 

２ 会社への本件不採用と不当労働行為の成否について 

(1) 会社は、次のとおり主張する。 

イ 初審命令は、本件の不当労働行為認定の大きな根拠として、再審査

被申立人である国労所属組合員の会社への採用率が他の組合に所属す

る組合員に比べて低かったという顕著な外形的差別があったとし、い
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わゆる大量観察方式によって、本件国労組合員につきその所属組合に

よる差別がなされたとの判断をしている。しかし、救済申立てに係る

組合員の所属する組合の集団構成員が他の組合に所属する組合員から

なる母集団の構成員に比べ全体的にみて異なる特性等を持つ場合には、

いわゆる大量観察方式による主張・立証は根底から合理的な意味を失

うものであり、本件国労組合員の所属する集団は、他の組合に所属す

る組合員を構成員とする母集団に比べ能力、意欲、知識、服務規律の

遵守状況からみて異質の職員層からなる構成員の集団であるから、こ

の方式を使うことは不適当である。 

ロ 初審命令は、新会社の職員となるべき者の名簿作成の基礎資料とし

て使用された職員管理調書においても、その特記事項、評定項目中に

国労組合員に不利になると認められる記載があったとする。しかしな

がら、同調書は、職場の勤務実態について職員個々の実態把握を統一

的に行うべく、昭和61年３月以降全社的に作成したものであり、国労

組合員を意図的に低く評価するために作成したものではない。そして

国労組合員は、職員管理調書の評定期間である昭和58年４月１日から

同61年３月31日までの３年間に勤務時間内入浴闘争、ワッペン着用闘

争、ストライキ等を行ったため懲戒処分を受けたものである。 

 これら国労の行動は組合活動として正当化されるものではなく、こ

れらの行為を行った同組合員が同調書の「11．職場の秩序維持」、「13．

指示・命令」、「12．服装の乱れ」、「15．勤務時間中の組合活動」等の

評定事項において低い評価を受けるなど、結局、これらの懲戒処分や

現場協議制を利用しての現場長の吊るし上げ、出勤点呼での不応答、

氏名札の不着用等の規律違反の行為が職員管理調書の評価に反映し、

同組合員の評価が当然低くなったものである。 

 また、国鉄改革の直前に所属組合を変更した者の採用率が高いこと

については、当該組合員は国労の運動方針に疑問を持ったものと推測

され、これに忠実であった可能性は低いはずであり、これらの者と最

後まで国労の方針に忠実であった組合員との間で職員管理調書等の評

価に差が生ずることは当然というべきである。 

 したがって、職員管理調書の評定事項及び評定結果は正当なもので

あり、また、会社への国労組合員の採用率が国労の方針に同調しなか

った他組合の組合員の採用率より低くなったことには合理的な理由が

ある。 

ハ 初審命令は、本件の不採用に至るまでの労使関係について、国鉄の

分割・民営化等に反対する国労との深刻な対立の下に、国鉄は、現場

協議協約失効後の問題、雇用安定協約の締結、労使共同宣言、人活セ

ンターへの担務指定等を通じて国労の弱体化工作を行ったとするが、

これらの項目のいずれについても合理的な根拠に基づきなされたもの

であり、国鉄による国労の弱体化工作と評価しうるものではなく、不
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当労働行為意思の推認の根拠となるものではない。 

ニ 以上のとおり、初審命令が挙示する不当労働行為の認定については

その根拠に理由がないことが明らかであり、本件は不当労働行為には

当たらないものである。 

(2) よって、以下判断する。 

イ 本件の労使事情について 

① 前記第１の２の(1)から(3)まで認定のとおり、昭和57年７月の臨

調答申及び同60年７月の監理委員会答申により国鉄の分割・民営化

等を内容とする国鉄改革が実施されることとなり、同61年11月には

国鉄改革関連８法が成立した。 

 これに対し国労は、同３の(1)、(2)及び(4)から(7)まで認定のと

おり、国鉄の分割・民営化に一環して反対の立場をとり、余剰人員

調整策等の国鉄改革に係る国鉄の諸施策に反対してストライキやワ

ッペン着用闘争、「３ない運動」などを行った。 

 他方、国鉄は、同３の(2)認定のとおり、職場規律の是正を強く

打ち出し、同(12)認定のとおり、ストライキ等に参加した国労組合

員の処分を行った。こうした中で、同(2)認定のとおり、全国各地

で国鉄と国労との間に労使紛争が発生し、同(3)認定のとおり、九

州地域等でもこれらの紛争をめぐり訴訟で争われる事態となるなど、

両者の対立は激化したものと認められる。 

② 一方、同３の(1)、(2)及び(6)認定のとおり、当初、国鉄の分割・

民営化等について、国労とともに反対運動を行っていた動労及び全

施労は、その後、分割・民営化容認の立場に転じ、鉄労及び真国労

とともに改革労協を結成し、国鉄の求めに応じ労使共同宣言の調印

を行うなど、国鉄改革に協力する姿勢をとるに至った。 

 そして、同３の(11)のイ認定のとおり、国鉄は、スト権ストに関

し、国労及び動労を被告としていた総額202億円の損害賠償請求訴

訟のうち、国鉄改革に係る国鉄の諸施策に協調的な動労の姿勢を評

価して、動労に対する訴えを取り下げた。 

③ 同３の(10)認定のとおり、同61年７月、全国的に人活センターが

設置されたが、大分鉄道管理局管内の人活センターに担務指定され

た者のうち約71％は国労組合員であり、そのうちの約42％は組合役

員であった。また、国労組合員の場合は、本来業務からはずされて、

人活センターに担務指定されたが、他組合の組合員の場合は、退職

を前提にしている者あるいは直営売店などに勤務し、人活センター

発令前に、すでに本来業務からはずされている者のみであった。さ

らに、人活センターに担務指定された者の業務は、パソコン教育、

無人駅の特別改札、草取り、不用になった機械設備の解体作業や機

械のペンキ塗り、切符の外商等であり、時には一日中何も仕事がな

く、待機状態にあることもあった。以上のような状況から、人活セ
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ンターに配属された者は承継法人には採用されないとの噂が広まっ

た。 

 そして、同３の(15)認定のとおり、国労の組合員数は、国鉄の分

割・民営化の動きが本格化した同61年７月以降激減した。 

④ 同３の(14)のイ認定のとおり、国鉄改革が進められる中で、Ｙ２

国鉄総裁は、昭和60年８月の鉄労の定期大会の祈りに、国鉄総裁と

して初めて労働組合の大会に出席し、翌61年７月にも鉄労及び動労

の定期大会に出席して、国鉄改革の諸施策への協力に感謝する旨の

挨拶を行った。 

 さらに、同(14)のロ及びハ認定のとおり、国鉄本社のＹ５次長が

同61年５月の動労東京地方本部の会議の席上で行った発言や同本社

のＹ６課長が管下の機械区所長に送付した同月付けの書簡の内容等

にみられるように、国鉄の幹部は、Ｘ６委員長に対する敵意を示し、

あるいは国労に対する不当労働行為を示唆する言動を行っていた。 

⑤ 大分鉄道管理局管内の職場においても、同３の(14)のニ認定のと

おり、現場管理者は、国労組合員に対して、「意識改革をすれば分

割・民営化になってもＪＲに残れるが、まだ考え方は変わらんか」、

「業務も非常にまじめだし、言うことも聞いてくれるので、私自身

は意識改革をしたと認めるけれども、…局はそのようには見てくれ

ない。私が苦労しないように家族を含めてもっと話し合いをして欲

しい」、あるいは「国労を脱退しなければ、新会社に採用されない」

などと述べるなど、国労脱退を示唆するような言動がなされていた。 

 以上のとおり、①動労らが国鉄の分割・民営化、余剰人員対策等

の国鉄改革に係る国鉄の諸施策に協力する態度をとる中で、国労は

あくまでもこれらの施策に反対の態度を変えず、各地で国鉄と国労

との対立が激化していたと認められること、②人活センターへの国

労組合員の集中的な担務指定、国鉄幹部、現場管理者等の不当労働

行為を示唆するような言動等を通じて、国鉄は国労に所属している

と承継法人への採用について不利な取扱いを受けるとの雰囲気を醸

成していたと認められることなどを併せ考えると、国鉄改革に係る

諸施策を進める中で、国鉄は国労を嫌悪していたものと認められる。 

ロ 本件国労組合員の不採用について 

① 前記第１の４の(3)のロ認定のとおり、大分鉄道管理局管内にお

いて承継法人への採用を希望した国労組合員53名のうち、採用され

た者は15名で、その採用率は28.3％であり、他方、国鉄の分割・民

営化に賛成する改革労協系の組合である動労の組合員の99.8％、鉄

労の組合員の99.8％に比べ著しく低く、さらに、分割・民営化直前

の昭和62年１月に国労からの脱退者で結成された九産労の組合員の

採用率が93.4％であるのに比べても著しく低くなっており、所属組

合別の採用率には全体的に著しい格差が認められる。 
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 同(3)のイ認定のとおり、九州地域における承継法人への所属組

合別の採用状況を見ても、国労組合員の採用率が43.1％であるのに

対し、動労及び鉄労の組合員はほぼ100％、九産労の組合員は84.4％

と、組合間で著しい格差があった。 

 そして、同４の(2)認定のとおり、このような状況の下、本件国

労組合員は16名中15名は会社のみを、他の１名は会社を第１希望と

する旨の意思確認書を国鉄に提出したが、国鉄が会社の設立委員会

に提出した採用候補者名簿には登載されず、その結果、会社に不採

用となった。 

② 会社は、本件については、いわゆる大量観察方式による判断は不

適当である旨主張するが、同じ企業体の従業員からなる複数の集団

について、能力、意欲、知識等の評価において上記の如き著しい格

差を肯認しうるほどの質的な差異は認められないのが通常であるか

ら、この著しい格差の根拠となる特段の事情の疎明がない場合には、

このような著しい格差をもって組合間差別の存在を推認する根拠と

することは首肯されるべきである。 

③ 職員管理調書の調査対象期間内には国労に所属しその方針に従い

組合活動を行っていたが、国労に留まっていた者と、その後国労を

脱退し別組合に加入した者についてみると、その所属組合のいかん

により、採用率には著しい格差のあることが認められる。 

 例えば、前記第１の４の(3)のハ認定のとおり、同61年12月１日

当時の大分地本、各支部及び職能別協議会の役員総数は64名であっ

た。このうち、同62年２月現在、国労を脱退して九産労に加入して

承継法人を希望した者は48名中39名（81.3％）が採用になったが、

国労に留まった者５名は、全員不採用となった。 

 このように、国鉄の分割・民営化直前に国労を脱退した者が国労

に留まった者より著しく高い比率で採用されていることに関して、

会社は、所属組合を変更した者は国労の運動方針に疑問を持った故

であろうと推測されるから職員管理調書上の評価に差が生じるのは

当然であるなどと主張する。しかしながら、これらの者が国労脱退

から採用候補者名簿の作成に至るごく短期間のうちに職員管理調書

上の評価に反映するような実績をあげた等の特段の事情の疎明はな

されていない。 

 さらに、同４の(5)のイ認定のとおり、本件国労組合員の中には、

これまでに、いわゆる労働処分を含めて懲戒処分を全く受けたこと

がない者も会社に不採用となったことが認められる。 

④ 会社は、同４の(5)のロ認定のとおり、本件は審問を行うまでも

なく法律判断によって処理すべき事案に属するとして、国労組合員

と他の組合所属の組合員との採用率の格差の合理性や本件国労組合

員が不採用となった理由について、初審の大分地労委において何ら
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疎明を行わなかったばかりか、自ら再審査を申し立てた当委員会に

おいてもその主張の正当性を裏付ける具体的な疎明活動を行わなか

った。そして、同地労委が改革法施行規則第12条第２項の「職員の

選定に際し判断の基礎とした資料」とはどのような内容のものであ

ったのか、資料を示すなどして明らかにされたいとの釈明を求めた

のに対し、会社は、同項にいう資料の内容については知らない旨回

答し、本件国労組合員が会社に採用されなかった理由を明らかにす

るためのこれら資料を提出しなかった。 

⑤ ところで、会社の職員採用の決定に当たっては、前記第１の２の

(4)のロ及びト認定のとおり、設立委員から国鉄に提示された採用

基準第３項において、国鉄在職中の勤務状況からみて新会社の業務

にふさわしい者に当たるか否かについて、国鉄における既存の資料

に基づき総合的かつ公正に判断することとされ、同項にいう「国鉄

における既存の資料」として主に職員管理調書が使用され、その評

定結果に基づいて会社の採用候補者の選定が行われた。 

 そこで、この職員管理調書についてみると、 

ａ 同４の(1)のハ認定のとおり、同調書の評定項目については、

それ自体を個々にみれば会社の主張に沿う側面もあると認められ

るものの、評定項目20項目中、技能その他職業能力に関する評定

項目は６項目程度であるのに対して、職場における態度、管理者

に対する姿勢に関する項目とともに職場の秩序等に関する項目が

多くを占め、その内容も組合活動に直接ないし間接的に関係する

項目が繰り返し含まれている。 

 なるほど、当時の国鉄の置かれた状況からすれば、これら職場

秩序維持に関する事項を重要な評定項目とすることには無理から

ぬ面があるといえよう。 

 しかしながら、同調書では、例えばワッペン着用・氏名札未着

用の評定要素について、「11．職場の秩序維持」や、「15．勤務時

間中の組合活動」とは別項目として「12．服装の乱れ」の項目が

設けられている。他方、これらの項目と関連して評定され易い「９．

協調性」、「13．指示・命令」、「14．態度・言葉使い」、「16．勤務

に対する自覚、責任感」、「18．信頼」等の項目があり、一つの項

目で低い評価を受けると運用いかんによっては他の項目でも低い

評価に判断され易い構成になっている。 

 また、「20．現状認識」の項目は、その運用いかんによっては

国鉄の分割・民営化に明確に反対の態度を示していた国労組合員

が不利に評価され、ひいては、それが他の項目の評価に反映する

ことがなかったとはいえない。 

ｂ 同４の(1)のへ認定のとおり、昭和61年10月、国鉄の指示によ

り同調書の見直し作業が行われた際、同年４月以降に国労を脱退
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した者については現状認識がよくなったなどとして評定が上げら

れたり、また、国労脱退と別組合への加入が鉄道会社職員として

の推薦理由とされた例があったことが、それぞれ認められる。 

⑥ 一方、同３の(2)認定のとおり、国鉄改革の過程において、８次

にわたる職場規律の総点検が行われた中で、当時の国労組合員はこ

れら職場規律の是正に必ずしも協力的ではなかったなど、その行動

には勤務の評定に影響を与えることとなったとしても無理からぬ側

面もあったこと、また、同２の(4)のハ、ホ及びチ認定のとおり、

会社については、基本計画の職員数と同数の職員採用の決定がなさ

れたが、会社への就職申込数からみて希望者全員が採用される客観

的な状況にはなかったことがそれぞれ認められる。 

⑦ したがって、これらの事情を総合すると、上記採用率の格差のす

べてが組合間差別によるものとはいえないが、本件国労組合員の少

なくとも一部については、組合間差別があったものと判断するのが

相当である。 

ハ 結論 

 上記のとおり、①国鉄改革に係る国鉄の諸施策をめぐり国鉄と国労

との対立が激化していたと認められること、②人活センターへの国労

組合員の集中的な担務指定、国鉄幹部や現場管理者らの国労に対する

不当労働行為を示唆するような言動等により、国労に所属していると

承継法人への採用について不利な取扱いを受けるとの雰囲気を醸成し、

国鉄は国労を嫌悪していたものと認められること、③人活センターが

設置された時期以降、国労組合員が大量に脱退していること、④本件

の職員選定に当たって主として使用された職員管理調書の評定項目は、

運用いかんで国労組合員に低い評価が与えられる仕組みとなっていた

こと、⑤採用率において組合間に著しい外形的格差が存在し、特に国

労と動労等の改革労協系組合との格差は際立っているだけでなく、国

労と九産労との格差も顕著であるのにもかかわらず、その合理的な理

由について会社は具体的に疎明していないこと、⑥他方、国鉄改革の

過程における国労組合員の行動には勤務の評定に影響を与えることと

なったとしても無理からぬ側面があり、また、会社の定員枠と会社へ

の就職申込数からみて希望者全員が会社に採用されるような客観的な

状況にはなかったこと等が認められる。 

 したがって、これらを総合的に勘案すると、国鉄が本件国労組合員

を採用候補者名簿に登載せず、その結果、これらの者を設立委員が会

社の職員として採用しなかったことは、少なくともその一部の者につ

いては組合所属の故に不利益取扱いが行われたものとして、労働組合

法第７条第１号の不当労働行為に当たり、かつ、そのことによって国

労の弱体化が企図されたものであるから、同条第３号の不当労働行為

にも該当すると判断するのが相当である。そして、これら不当労働行
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為の責任は会社が負うべきものであることは、上記１の(2)で判断し

たとおりである。 

３ 救済方法について 

(1) 本件不採用の具体的救済方法について 

イ 本件不採用（昭和62年４月１日の会社への不採用をいう。以下同じ。）

について具体的救済を行うに当たっては、本件国労組合員の中には、

清算事業団在籍当時に自らの意思で清算事業団を退職した者も相当数

含まれているものとみられるところ、国鉄改革の趣旨、前記第１の２

の(3)のハ認定のとおり、再就職促進法に基づいて清算事業団に再就

職促進業務を行わせるなどして官民の協力の下に国を挙げて清算事業

団職員の再就職促進措置を推進してきた経緯等に鑑み、当委員会とし

ては、本件救済対象者の範囲を、本件国労組合員から上記の者を除外

し、再就職促進法の失効に伴い平成２年４月２日清算事業団からの離

職を余儀なくされた者（以下「清算事業団離職者」という。）に限定

することとする。そして、上記２の(2)のハ判断のとおり、本件不採

用については本件国労組合員の少なくとも一部について不当労働行為

の成立が認められるものの本件不採用に関して不利益取扱いを受けた

者の具体的な特定ができないために、清算事業団離職者であって、本

命令交付後会社にその職員として採用されることを申し出たものの中

から、改革法第23条第１項の規定により会社の設立委員が提示した職

員の採用基準等を参考として会社が改めて公正に選考し、その結果採

用すべきものと判定した者を、昭和62年４月１日をもって会社の職員

に採用したものとして取り扱い、本命令交付日から３年以内に就労さ

せることを、会社に命じることとする。 

ロ この場合において、その選考の経過、判定の結果及び選考が公正に

行われたことについて、それらに用いた資料を添えて、それぞれ、当

委員会に報告することを会社に命じることとする。 

 なお、上記判断の通り、本件不採用に関しては、本件国労組合員の

少なくとも一部について不当労働行為があったと認められるものの、

当委員会としては、不利益取扱いを受けた者を具体的に特定すること

ができない。 

 そこで、昭和62年４月１日をもって会社の職員に採用したものとし

て取り扱われる者（以下「採用対象者」という。）の数を明示しない

が、①国労と他の労働組合との間の採用率に著しい格差が存在し、特

に職員管理調書の調査対象期間内に国労の方針に従い組合活動を行っ

ていてその後国労を脱退した者で組織された労働組合との間にも顕著

な格差が存在すること、②本件国労組合員が不採用となったことにつ

いての合理的な理由の具体的疎明がなされていないこと、他方、③会

社の定員枠と会社への就職申込数からみて九州地域の希望者全員が採

用されるような客観的状況になかったこと、④国鉄改革の趣旨、会社
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の行う鉄道事業が高度な公益性を有すること、また、⑤国労及び国労

組合員が広域異動その他国鉄改革に係る諸施策に協力的でなかったこ

と、⑥国鉄改革の過程における国労組合員の行動にはそれが勤務の評

定に影響を与えることとなったとしても無理からぬ側面があったこと

等を総合的に勘案すれば、会社は、採用対象者の数として、上記の労

働組合間の採用率の格差や会社の定員枠と就職申込数との比率、会社

の最近３年間分の新規高校卒業者の採用実績等を参酌し、相当数とな

るようにすべきである。 

ハ 採用対象者の就労すべき職場・職種については、再審査被申立人ら

と協議することを会社に命じることとする。 

ニ そして、これらの採用対象者に対しては、上記のごとき本件の特殊

性を総合的に考慮して、これらの者が清算事業団から離職を余儀なく

された平成２年４月２日からこれらの者が就労するまでの間、これら

の者がその期間についてそれぞれ昭和62年４月１日に会社に職員とし

て採用されていたならば得られたであろう賃金相当額の60％に相当す

る額の支払いをなすことを会社に命じることとする。 

ホ なお、これに加え、当委員会としては、会社に対して主文のとおり

文書の交付を命じることを相当と認める。 

(2) 救済方法に関する会社の主張について 

イ ところで、会社は、改革法第23条により定められた採用手続を経る

ことなく職員を採用することは実定法規に抵触することになり法律上

不可能であるだけでなく、労働委員会がこれを命じることは憲法に保

障される財産権の行使、営業その他経済活動の自由の一環である企業

の採用の自由を侵害するものであり、かかる救済命令は労働委員会に

許された裁量の範囲を逸脱した違法なものであると主張する。 

 しかし、本件においては、新規採用の法形式がとられたとはいえ、

会社の職員の採用に当たって募集の対象が国鉄職員に限られ、典型的

な新規採用の場合における企業の採用とは性質を異にしている。しか

も、上記２の(2)判断のとおり、本件不採用は不当労働行為に該当す

るものであるから、かかる場合の救済措置として、労働委員会が会社

に改革法の定める採用手続によらない採用を命じることは、法律上不

可能であるということはできず、また、企業の採用の自由を侵害する

ものとはいえない。したがって会社の主張は採用できない。 

ロ さらに、会社は、基本計画において定められた採用人員枠は法的拘

束力をもつものであり、労働委員会が会社にこれを超えて別個に職員

の採用を命じることは労働委員会に許された救済命令の裁量の範囲を

逸脱するものであり、また、会社の経営状況からもかかる命令の履行

は不可能であると主張する。 

 しかしながら、労働委員会の発する救済命令の履行によって会社の

主張のような結果を生じるとしても、それは、改革法の手続によるも



- 43 - 

のではなく、当委員会が本件不採用は不当労働行為に該当すると判断

した結果、その救済措置として相当数につき昭和62年４月１日に採用

されたものとしての取扱いを命ずることによるものであるから、労働

委員会の裁量の範囲に属し、会社の主張は採用できない。 

 以上のとおりであるので、本件初審命令主文を主文Ｉのとおり変更するほ

かは、本件再審査申立てには理由がない。 

 よって、労働組合法第25条及び第27条並びに労働委員会規則第55条の規定

に基づき、主文のとおり命令する。 

 

 平成７年５月24日 

     中央労働委員会 

      会長 萩澤清彦 ㊞ 

（別紙 略） 


